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第１章 計画の基本的事項 

１-１ 計画の概要 

（１）計画策定の趣旨 
本町では、「個人の尊厳が守られ、誰もが主体的に生き、支えあい、共生する“ユニバーサル長

沼”」の実現をめざして、平成 29 年度に第 3 次長沼町障がい者基本計画、さらに令和２年度に

第 6 期長沼町障がい福祉計画・第 2 期長沼町障がい児福祉計画を策定し、保健・医療・福祉・教

育・就労・生活環境などの分野で、総合的かつ計画的に障がい者施策を推進してきました。 

このたび、現行計画の計画期間が終了を迎えることから、これまでの進捗状況を踏まえ、新た

な課題に対応した「第 4 次長沼町障がい者基本計画・第 7 期長沼町障がい福祉計画・第 3 期長

沼町障がい児福祉計画」を策定します。 

 

（２）計画の位置づけ 
障がい者基本計画は、障害者基本法に基づき福祉を含む幅広い分野の障がい者施策に関する

基本的な考え方や方向性を定める長期計画です。 

一方、障がい福祉計画は、障害者総合支援法に基づき障がい福祉サービスの種類ごとの必要

なサービス量の見込み、その確保のための方策などを示すものです。障がい児福祉計画は児童福

祉法に基づき同様に策定するものです。 

今回策定する第４次障がい者基本計画、第７期障がい福祉計画・第３期障がい児福祉計画の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、3 計画ともにまちづくりの最上位計画である「第 6 期長沼町総合振興計画（令和 3～10

度）」をはじめ、国や道の関連計画との整合性を確保します。 

  

第４次障がい者基本計画 （令和６～11 年度） 

障害者基本法第 11 条第３項に基づく長沼町の障がい福祉施策を推進する上での総合的な計画 

第７期障がい福祉計画 
（令和６～11 年度） 

障害者総合支援法第 88 条

第１項に基づく障がい福祉

サービスや地域生活支援事

業の利用の見込み量を定め

た計画 

第３期障がい児福祉計画 
（令和６～11 年度） 

児童福祉法第 33 条の 20

第１項に基づく障がいのあ

る子どもの通所支援及び相

談支援の提供体制、利用の

見込み量を定めた計画 
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（３）計画の対象者 
「計画の対象者」とは、障害者基本法の定義に基づく身体障がい、知的障がい、精神障がい、発

達障がい、その他心身の機能に障がいがある人であって、障がい及び社会的障壁により継続的に

日常生活または社会生活に制限を受けている状態にある人を総称するものです。 

また、「障がいのある子ども」や「障がい児」とは、児童福祉法第４条第２項に規定する障がい児

をいいます。 

 

（４）計画の期間 
国の「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指

針の一部改正(令和５年５月１９日告示)」により、障がい福祉計画等は、計画の期間を３年を１期

とすることを基本としつつ、都道府県及び市町村が地域の実情や報酬改定・制度改正の影響の有

無を考慮して、柔軟な期間の設定を行うことが可能とされました。 

これを踏まえ、第 4 次障がい者基本計画・第 7 期障がい福祉計画・第 3 期障がい児福祉計画

は、令和６(2024)年度を初年度とし、令和 11(2029)年度を目標年度とする６か年計画とし

ます。 

なお、令和８（2026）年度に、目標の達成状況や障がい施策の動向、国の障害者基本計画の

策定作業などを踏まえて、必要な見直しを行います。 

 

（５）計画の進行管理・評価 
継続的改善手法の１つである「PDCA サイクル」（Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、

Action（改善））の考え方のもと、各年度における計画の達成状況を踏まえながら、目標数値が

達成できるよう関係機関との連携を図り、その実施状況の把握と進行管理に努めます。 

また、計画見直しの機会を捉えて、それまでの取組を評価するとともに、関係機関等に対して必

要な指導・助言等を行います。 

PDCA サイクルのイメージ 
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１-２ 国や道の基本的な考え方 

（１）障害者基本計画（第５次） 
国は令和５（2023）年度から５か年を計画期間とする「障害者基本計画（第５次）」を令和５

（2023）年３月に策定しています。 

 

①差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

②安全・安心な生活環境の整備 

③情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実 

④防災、防犯等の推進 

⑤行政等における配慮の充実 

⑥保健・医療の推進 

⑦自立した生活の支援・意思決定支援の推進 

⑧教育の振興 

⑨雇用・就業、経済的自立の支援 

⑩文化芸術活動・スポーツ等の振興 

⑪国際社会での協力・連携の推進 

 

（２）障がい福祉計画・障がい児福祉計画の策定に関する基本的な指針 
障がい福祉計画・障がい児福祉計画の策定については、国の基本的な指針（こども家庭庁・厚

生労働省告示第１号）に即することとされ、令和５年５月に告示されています。 

 

①入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援 

②精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

③福祉施設から一般就労への移行等 

④障がいのある子どものサービス提供体制の計画的な構築 

⑤発達障がいのある人等支援の一層の充実 

⑥地域における相談支援体制の充実・強化 

⑦障がいのある人等に対する虐待の防止 

⑧地域共生社会の実現に向けた取組 

⑨障がい福祉サービスの質の確保 

⑩障がい福祉人材の確保・定着 

⑪よりきめ細かい地域ニーズを踏まえた障がい（児）福祉計画の策定 

⑫障がいのある人による情報の取得利用・意思疎通の推進 

⑬障害者総合支援法に基づく難病患者への支援の明確化 

⑭その他：地方分権提案に対する対応 
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（３）第３期北海道障がい者基本計画・第７期北海道障がい福祉計画 
道は、障がい福祉施策の基本的な方向性を示す「北海道障がい者基本計画」とそれに基づく地

域の必要な障がい福祉サービスの実施方針を示す「北海道障がい福祉計画」の２つの計画を策定

しています。 

令和６（2024）年度を初年度とする「第 3 期北海道障がい者基本計画・第 7 期北海道障がい

福祉計画」では、めざすべき方向と計画推進のための基本的な考え方を次のように掲げています。 

 

①めざす方向 

 地域における生活の維持及び継続の推進 

 就労定着に向けた支援 

 地域共生社会の実現に向けた取組 

 精神障がいにも対応した地域包括システムの構築 

 障がい者の社会参加を支援する取組 

 障がい児のサービス提供体制の計画的な構築 

 発達障がい者支援 

②計画推進のための基本的な考え方 

 北海道障がい者条例の施策の推進 

 権利擁護の推進 

 就労支援施策の充実・強化 

 相談支援体制・地域移行支援の充実 

 サービス提供基盤の整備 

 保健福祉・医療施策の充実 

 人材の確保・定着・養成及びサービスの質の向上 

 障がい児支援の充実 

 発達障がい者や在宅の障がいのある人等への支援 

 自立と社会参加の促進・取組定着 

 北海道意思疎通支援条例・手話言語条例の施策の推進 

 安全確保に備えた地域づくりの推進 
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障害者総合支援法に基づくサービス体系 

障がい福祉サービス等は、障がいのある人のそれぞれの障がい程度や社会活動、介護者、居住

等の状況等を踏まえて個別に支給決定が行われる「自立支援給付」と、市町村の創意工夫により、

利用者の状況に応じて柔軟に実施できる「地域生活支援事業」に大きく分けられています。 

「自立支援給付」には、介護の支援を受ける場合は「介護給付」、訓練等の支援を受ける場合は

「訓練等給付」があり、それぞれ利用の際のプロセスが異なります。 

 

障がい福祉サービス等の体系（概念図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

自立支援給付 

介護給付 

居宅介護（ホームヘルプ） 
重度訪問介護 
同行援護 
行動援護 
重度障害者等包括支援 
短期入所（ショートステイ） 
療養介護 
生活介護 
施設入所支援 

訓練等給付 

自立訓練 
就労移行支援 
就労継続支援 
就労定着支援 
自立生活援助 
共同生活援助（グループホーム） 

地域相談支援給付 

地域移行支援 
地域定着支援 

自立支援医療 

更生医療 
育成医療 
精神通院医療 

計画相談支援給付 

補装具 

地域生活支援事業 

理解促進研修・啓発 手話奉仕養成研修 
自発的活動支援 移動支援 
相談支援 地域活動支援センター 
成年後見制度利用支援 福祉ホーム 
成年後見制度法人後見支援 その他 
意思疎通支援  
日常生活用具の給付又は貸与  

専門性の高い相談支援、広域的な対応が必要な事業、人材育成 
専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成・派遣 
意思疎通支援を行う者の広域的な連絡調整・派遣調整等 

都道府県 

市町村 
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（４）近年における国の障がい者施策等の主な動向 

①医療的ケア児支援法の施行 

恒常的に医療的ケアが必要な子どもが日常生活や社会生活を営めるよう支援するために、「医

療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」（医療的ケア児支援法）が令和３年９月に施

行されました。 

この法律における基本理念は、次のとおりです。 

 医療的ケア児及びその家族の生活を社会全体で支援しなければならない。 

 医療的ケアの有無に関わらず、子どもたちがともに教育を受けられるよう最大限に配慮しつ

つ、個々の状況に応じて、関係機関・民間団体が密に連携し、医療・保健・福祉・教育・労働に

ついて切れ目なく支援が行わなければならない。 

 医療的ケア者（18 歳以上）も適切な保健医療・福祉サービスを受けながら日常生活や社会

生活を送ることができるように支援を行わなければならない。 

 住んでいる地域に関係なく、医療的ケア児とその家族が適切な支援を受けられるようにする。 

②障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律の施行 

令和４年５月、施行されたこの法律では、障がいのある人による情報の取得・利用、意思疎通に

係る施策を総合的に推進し、共生社会の実現を資することを目的としています。 

③障害者権利条約について国連権利委員会の勧告 

条約に基づきどのような取組をしてきたのか、国連権利委員会による初めての審査が行われ、

令和４年９月、総括所見と改善勧告が公表されました。主な改善勧告は以下の点です。 

 障がいのある子どもを含む障がいのある人が地域で暮らす権利が保障されていない。 

 精神科病院の強制入院は障がいに基づく「差別」であり、自由を奪っている法令の廃止を求

める。 

 分離された特別支援教育の中止に向け、「インクルーシブ教育」に関する国の行動計画の策

定を求める。 

④障害者差別解消法の改正 

法施行後３年目の見直しを経て令和３年５月に改正され、これまで民間の事業者の「努力義務」

とされていた合理的配慮の提供が、国や地方公共団体などと同様に「義務」となりました。改正法

は令和６年４月に施行されます。 
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⑤障害者総合支援法等の改正 

平成 30 年の改正法施行３年後の見直し規定に基づく改正法が令和６年４月に施行されます。

主な改正のポイントは以下のとおりです。 

 障がいのある人等の地域生活の支援体制の充実（障害者総合支援法） 

 共同生活援助（グループホーム）の支援内容にひとり暮らし等を希望する者への支援等を加

える。 

 基幹相談支援センター及び地域生活支援拠点の整備を市町村の努力義務とする。 

 障がいのある人の就労支援及び障がい者雇用の質の向上の推進（障害者総合支援法・障害

者雇用促進法） 

 就労選択支援サービスの創設 

 労働時間が週 10～20 時間未満の障がいのある人を雇う場合、雇用率に算定する特例 

 精神障がいのある人の希望やニーズに応じた支援体制の整備（精神保健福祉法） 

 医療保護入院の仕組みの見直し 

 難病患者等に対する適切な医療の充実及び療養生活支援の強化（難病医療法、児童福祉法） 

 症状が重症化した場合に円滑に医療費助成を受けられる仕組みの整備 

 難病患者「登録証」発行事業 

 児童発達支援センターの役割・機能の強化（児童福祉法） 

 児童発達支援センターが、地域における障がいのある子どもの支援の中核的役割を担うこ

とを明確化 

 児童発達支援センターの類型（福祉型・医療型）の一元化 
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１-３ 計画の策定体制 

（１）策定委員会の設置 
本計画の策定にあたっては、学識経験者や保健・医療・福祉関係団体代表者、公募による町民

の代表者等からなる「長沼町高齢者保健福祉計画等策定委員会」を設置し、幅広い意見を聞きな

がら行いました。 

 

（２）庁内関係各課との連携 
本計画の策定にあたり、保健福祉課を中心に庁内関係各課の各担当部門との連携を図り、計

画策定委員会との連携・調整を行いました。 

 

（３）アンケート調査の実施 
本計画の策定に向けて、障がい者手帳所持者等の福祉サービスの利用実態や福祉に関する意

識、意向などを把握し、基礎資料として計画や施策の検討に役立てるためにアンケート調査を実

施しました。 

 

調査の実施概要  

 
①福祉に関するアンケート調査 

（18 歳以上） 

②福祉に関するアンケート調査 

（18 歳未満） 

調査対象者 

町内にお住まいの身体障害者手帳、療育

手帳、精神障害者保健福祉手帳などの所

持者 

※全数 

町内にお住まいの身体障害者手帳、療育

手帳、精神障害者保健福祉手帳などの所

持者（回答は保護者） 

※全数 

調査方法 郵送による配布・回収、自己記入 郵送による配布・回収、自己記入 

調査時期 令和５(2023)年７～８月 令和５(2023)年７～８月 

調査対象地区 町内全域 町内全域 

調査票配布数 252 22 

回収数 80 9 

有効集計数 80 9 

回収率 31.8% 40.9% 
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（４）関係団体ヒアリング等調査の実施 
本計画の策定に向けて、障がい者支援を行う法人・事業所・関係団体等の現状や意識、意向な

どを把握し、基礎資料として計画や施策の検討に役立てるためにヒアリング調査を実施しました。 

 

調査の実施概要  

 
①障がい者支援に関する 

法人・事業所調査 

②障がい者支援に関する 

関係団体等調査 

調査対象者 
町内で障がい者支援を行う法人・事業所 

※全数 

町内で障がい者支援を行う関係団体等 

※全数 

調査方法 郵送による配布・回収、自己記入 郵送による配布・回収、自己記入 

調査時期 令和５(2023)年７～８月 令和５(2023)年７～８月 

調査対象地区 町内全域 町内全域 

調査票配布数 43 3 

回収数 37 3 

有効集計数 37 3 

回収率 86.0% 100.0% 

 

 

（５）パブリックコメントの実施 
計画内容について、町民からの幅広い意見を収集し、最終的な意思決定を行うために、計画素

案に対する意見募集（パブリックコメント）を実施しました。 
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１-４ 計画の推進体制 

（１）町の推進体制 
本計画及び関連する個別計画の担当課を中心に、関係部局等との連携を図りながら本計画を

推進します。 

 

（２）圏域での連携 
北海道及び近隣の市町村と連携を取り、幅広い意見交換を図るとともに、広域圏でのサービス

提供や施設整備についての調整を図ります。 

 

（３）行政職員の資質向上 
複雑・多様化しつつあるニーズに対し、柔軟に対応できる庁内体制を整備するため、行政職員

の各種研修の充実、ボランティア体験の実施などを通じ、障がいのある人への理解と人権意識・

福祉意識の向上に努めます。 

 

（４）関係機関・ボランティア団体との連携体制 
本計画の確実な推進を図るために、関係行政機関や社会福祉法人、町内外のさまざまな関係

施設等が、それぞれの役割を担い、相互に協力しあえるよう、有機的な連携体制づくりをめざし

ます。 

また、障がいのある人が身近で役立つような情報が得られるよう、さまざまな支援や啓発活動

を実施するボランティア団体や障がい者団体に情報交換や協力を求めながら、計画推進を図り

ます。 

 

（５）計画の普及・啓発 
本計画について、町広報誌やホームページ、パンフレット等での広報を行い、計画内容の周知を

図ります。 

また、一人ひとりが地域福祉の担い手であるという意識を持っていただくために、町出前講座

や民生委員・児童委員などを通じて、各地域での具体的な取組や活動事例などを紹介していき

ます。 
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第２章 障がいのある人を取りまく現状 

２-１ 人口・世帯 

（１）人口の状況 
本町の総人口は減少傾向にあり、令和５年３月末現在 10,097 人となっています。 

その一方で高齢者人口（65 歳以上人口）はほぼ横ばいで推移しており、高齢化率は平成 30

年の 36.0％から、令和５年の 38.7％にまで上昇しています。 

 

総人口等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年３月末現在（住民基本台帳） 

 

総人口等の推移 （単位：人、%） 

 H30 年 H31 年 R2 年 R3 年 R4 年 R5 年 

総人口 10,973 10,795 10,576 10,442 10,281 10,097 

 男 5,315 5,226 5,107 5,037 4,940 4,858 

 女 5,658 5,569 5,469 5,405 5,341 5,239 

40～64 歳 3,606 3,554 3,464 3,417 3,394 3,328 

 （総人口比） 32.9 32.9 32.8 32.7 33.0 33.0 

65～74 歳人口 1,771 1,759 1,771 1,779 1,730 1,683 

 （総人口比） 16.1 16.3 16.7 17.0 16.8 16.7 

 65～69 歳 957 931 881 842 802 786 

 70～74 歳 814 828 890 937 928 897 

75 歳以上人口 2,184 2,194 2,194 2,184 2,217 2,228 

 （総人口比） 19.9 20.3 20.7 20.9 21.6 22.1 

 75～79 歳 730 735 718 706 703 733 

 80～84 歳 673 658 654 623 621 598 

 85 歳以上 781 801 822 855 893 897 

65 歳以上人口 3,955 3,953 3,965 3,963 3,947 3,911 

 （高齢化率） 36.0 36.6 37.5 38.0 38.4 38.7 

※各年３月末現在（住民基本台帳） 
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（２）世帯の状況 
本町の世帯数は、令和５年３月末現在 4,899 世帯となっており、平成 30 年以降、減少傾向

がみられます。 

１世帯あたり人員数も減少しており、平成 30 年の 2.20 人から令和５年には 2.06 人となっ

ています。核家族化の進行やひとり暮らし世帯の増加がうかがえます。 

 

世帯数等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年３月末現在（住民基本台帳） 
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２-２ 障がい者手帳等の所持者数 

（１）身体障がい者 
令和５年３月末現在の身体障害者手帳所持者は 565 人となっており、減少傾向が続いてい

ます。 

種類別では「肢体不自由（上肢・下肢・体幹）」が約 60％、「内部障がい」が約 30％で推移して

います。年齢の内訳では 65 歳以上の高齢者が 80％を占めています。 

 

身体障害者手帳所持者の等級別推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年３月末現在（保健福祉課調べ） 

 

身体障害者手帳所持者の等級別割合 （単位：%） 

 H30 年 H31 年 R２年 R３年 R４年 R５年 

１級 30.1 30.7 31.1 31.4 31.7 30.5 

２級 12.9 12.4 12.1 11.2 11.6 10.6 

３級 16.7 16.0 15.4 15.1 15.0 16.1 

４級 28.0 28.8 28.7 28.8 28.4 28.5 

５級 7.3 8.0 8.0 8.6 8.4 8.8 

６級 5.0 4.1 4.7 4.9 4.9 5.5 

※各年３月末現在（保健福祉課調べ） 
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身体障害者手帳所持者の種類別割合 （単位：%） 

 H30 年 H31 年 R２年 R３年 R４年 R５年 

視覚障がい 4.0 3.6 3.7 3.6 3.4 3.1 

聴覚・平衡機能障がい 7.2 6.5 6.1 6.1 6.1 5.9 

音声・言語そしゃく機能障がい 0.8 0.9 0.9 0.8 0.8 0.8 

肢体不自由（上肢・下肢・体幹） 60.7 60.7 60.5 60.1 60.3 60.8 

内部障がい 27.3 28.3 28.8 29.4 29.4 29.4 

※各年３月末現在（保健福祉課調べ） 

 

身体障害者手帳所持者の年齢別割合 （単位：%） 

 H30 年 H31 年 R２年 R３年 R４年 R５年 

18 歳未満 0.4 0.6 0.6 0.7 0.8 0.7 

18～64 歳 18.4 17.3 17.8 17.4 16.3 17.2 

65 歳以上 81.2 82.1 81.6 81.9 82.9 82.1 

※各年３月末現在（保健福祉課調べ） 

 

 

（２）知的障がい者 
令和５年３月末現在の療育手帳所持者は 83 人となっており、概ね横ばいで推移しています。 

手帳の判定分布をみると、重度（Ａ）が 20％、軽度（Ｂ）が 80％となっています。年齢について

は、18 歳未満が 20％、18 歳以上が 80％という状況です。 

 

療育手帳所持者の等級別推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年３月末現在（保健福祉課調べ） 
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療育手帳所持者の等級別割合 （単位：%） 

 H30 年 H31 年 R２年 R３年 R４年 R５年 

Ａ 24.4 24.7 23.0 22.2 21.8 21.7 

Ｂ 75.6 75.3 77.0 77.8 78.2 78.3 

※各年３月末現在（保健福祉課調べ） 

 

療育手帳所持者の年齢別割合 （単位：%） 

 H30 年 H31 年 R２年 R３年 R４年 R５年 

18 歳未満 25.6 21.2 18.4 22.2 18.4 21.7 

18 歳以上 74.4 78.8 81.6 77.8 81.6 78.3 

※各年３月末現在（保健福祉課調べ） 

 

 

（３）精神障がい者 
令和５年３月末現在の精神障害者保健福祉手帳所持者は 65 人で、ほぼ横ばいに推移してい

ます。 

手帳の等級分布をみると、２級が 70％弱で最も高くなっています 

また、自立支援医療（精神通院）受給者数は、手帳所持者を上回っています。 

 

精神障害者保健福祉手帳所持者の等級別推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年３月末現在（保健福祉課調べ） 

 

精神障害者保健福祉手帳所持者の等級別割合 （単位：%） 

 H30 年 H31 年 R２年 R３年 R４年 R５年 

１級 6.9 6.8 6.5 6.5 6.3 3.1 

２級 72.4 69.5 67.7 70.9 68.3 66.1 

３級 20.7 23.7 25.8 22.6 25.4 30.8 

※各年３月末現在（保健福祉課調べ） 
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精神障害者保健福祉手帳所持者の年齢別割合 （単位：%） 

 H30 年 H31 年 R２年 R３年 R４年 R５年 

18 歳未満 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

18 歳以上 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

※各年３月末現在（保健福祉課調べ） 

 

自立支援医療認定者数（精神通院）の推移 （単位：人） 

 H30 年 H31 年 R２年 R３年 R４年 R５年 

認定者数 144 143 135 136 135 135 

※各年３月末現在（保健所調べ） 
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２-３ 障がいのある子どもの健やかな育成のための支援について 

（１）乳幼児健康診査の要経過観察人数 
乳幼児健康診査は、身体発育・精神発達の確認を行い、運動機能等の障がいや精神発達遅滞

を早期発見、適切な指導、医療等につなげることや生活習慣の自立、虫歯の予防、乳幼児の栄

養・食生活、その他の育児に関する指導や相談を行い、乳幼児の健康の保持増進を図ることを目

的としています。 

各年度における要経過観察者の占める割合に大きな変動はありませんが、すべての月齢の健

診で確認する身体発育・精神発達等の項目のほかに、４か月健診では虐待予防のスクリーニング

として子育てアンケート、３歳１か月児健診では尿検査及び視力検査が実施されるため、経過観察

者の割合が高まる傾向にあります。 

 

乳幼児健康診査の要経過観察人数 （単位：人） 

 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 

 受診者 要観察者 受診者 要観察者 受診者 要観察者 受診者 要観察者 

 
要経過観察者の 

占める割合 
要経過観察者の 

占める割合 
要経過観察者の 

占める割合 
要経過観察者の 

占める割合 

４か月児健診 
35 15 57 24 49 21 47 17 

42.9% 42.1% 42.9% 36.2% 

７か月児健診 
34 13 44 11 58 18 44 18 

38.2% 25.0% 31.1% 40.9% 

10 か月児健診 
38 10 47 14 56 16 46 15 

26.3% 29.8% 28.6% 32.6% 

１歳７か月児健診 
50 20 34 9 44 8 59 16 

40.0% 26.5% 18.2% 27.1% 

３歳１か月児健診 
64 25 59 28 41 21 41 19 

39.1% 47.5% 51.2% 46.3% 

※保健福祉課調べ 

 

 

（２）町内の公立小中学校の特別支援学級在籍者数の推移 
令和５年５月１日現在、町内の公立小学校、公立中学校に計８学級の特別支援学級があり、学

級に通う児童・生徒数は小学校 19 人、中学校８人となっています。 

利用している児童・生徒数に大きな変動はありませんが、在籍者でなくても個々の特性やニー

ズに合わせた必要な指導が通級指導教室や通常学級で行われています。 
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教育上特別な支援を必要とする児童・生徒の状況 （単位：人） 

 R３年 R４年 R５年 

 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 

児童・生徒総数 450 250 415 255 410 234 

特別支援学級数 5 3 5 3 5 3 

特別支援学級に通う児童・生徒数 20 5 18 8 19 8 

割合 4.4% 2.0% 4.3% 3.1% 4.6% 3.4% 

※各年５月１日現在（保健福祉課調べ） 

 

 

（３）障がい児通所支援サービスの利用決定者数の推移 
障がい児通所支援サービスを利用する際に必要な通所受給者証の支給決定者数は、就学後の

利用者が年々増加しています。 

就学後発達相談につながるケースが年々増えているため、放課後等デイサービスの利用者数は

増加傾向にあります。 

 

児童受給者証支給決定者の推移 （単位：人） 

 H30 年 H31 年 R２年 R３年 R４年 R５年 

児童発達支援 5 3 1 2 5 6 

放課後等デイサービス 11 12 16 17 17 20 

保育所等訪問支援 0 0 1 1 1 1 

居宅訪問型児童発達支援 0 0 0 0 0 0 

医療型児童発達支援 0 0 0 0 0 0 

障害児相談支援 16 15 17 17 22 26 

受給者証（合計） 16 15 17 17 22 26 

※各年３月末現在（保健福祉課調べ） 
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２-４ 障がい福祉サービス 

（１）障がい種別ごとの支給決定者数 
障がい福祉サービスの利用者数は、横ばいで推移しています。障がい種別ごとに支給決定者数

をみると、知的障がいのある人が最も多くなっています。 

 

障がい福祉サービスの実支給決定者数の推移 （単位：人） 

 H30 年 H31 年 R２年 R３年 R４年 R５年 

介護給付サービス 82 76 75 70 75 71 

訓練等給付サービス 64 68 73 73 77 78 

合計 146 144 148 143 152 149 

※各年３月末現在（保健福祉課調べ） 

 

障がい種別ごとの支給決定者数の推移 （単位：人） 

 H30 年 H31 年 R２年 R３年 R４年 R５年 

身体障がい 18 18 19 17 19 18 

知的障がい 62 63 63 62 66 66 

精神障がい 24 26 30 30 30 29 

難病 0 0 0 0 0 0 

重複障がい 17 15 14 14 14 14 

児童 16 15 17 19 22 26 

合計 137 137 143 142 151 153 

※各年３月末現在（保健福祉課調べ） 

※サービスの重複利用者を除く 
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２-５ 地域資源の状況 

（１）障がい福祉サービス等の提供事業所 

①障がい福祉サービス 

町内の障がい福祉サービス提供事業所の設置状況は以下のとおりです。 

 

障がい福祉サービス提供事業所の状況 （単位：か所） 

事業項目 事業所数 

居宅介護（社協） 1 

生活介護（陽風） 1 

就労移行支援（南空知リサイクルパーク） 1（休止中） 

就労継続支援Ａ型（Field・南空知リサイクルパーク） 2 

就労継続支援Ｂ型（クリーンライフ陽風堂、ぱん工房陽風堂、ビレッジ、

もくれん、南空知リサイクルパーク） 
5 

短期入所（福祉型・医療型）（陽風） 1 

共同生活援助（陽風６施設） 6 

施設入所支援（陽風） 1 

計画相談支援（陽風・りふれ） 2 

地域移行支援（りふれ） 1 

地域定着支援（りふれ） 1 

障害児相談支援（陽風・りふれ） ２ 

児童発達支援(きらりこ) 1 

放課後等デイサービス(きらりこ) 1 

※令和５年 10 月１日現在（保健福祉課調べ） 
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②地域生活支援事業 

町内で地域生活支援事業を提供しているサービス提供事業所は、成年後見制度利用支援事業

が１か所、日常生活用具給付等事業が１か所、移動支援事業が１か所となっています。 

 

地域生活支援事業提供事業所の状況 （単位：か所） 

事業項目 事業所数 

必須事業 

成年後見制度利用支援事業（りふれ） 1 

日常生活用具給付等事業（りふれ） 1 

移動支援事業（社協） 1 

任意事業 

日中一時支援事業（陽風・社協） 2 

レクリエーション活動等支援（りふれ） 1 

自動車運転免許取得・改造助成（りふれ） 1 

障がい支援区分認定等事務（りふれ） 1 

※令和５年 10 月１日現在（保健福祉課調べ） 

 

 

（２）相談支援 

①障がい児・者相談支援事業所 

障がいのある人の自立した社会生活の実現を目的として、障がいのある人・子どもやその家族

からの相談に応じ、情報提供や必要な援助の提供を行っています。 

現在、町内には、指定一般相談支援事業所が１か所、指定特定相談支援事業所及び指定障害

児相談支援事業所が２か所あり、相談業務に携わっています。 

 

②民生委員・児童委員 

厚生労働大臣から委嘱され、それぞれが担当する区域において、町民の生活上のさまざまな相

談に応じ、行政をはじめ適切な支援やサービスへの「つなぎ役」としての役割を果たすとともに、

高齢者や障がいのある人の世帯の見守りや安否確認などにも重要な役割を果たしています。 
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２-６ 第３次長沼町障がい者基本計画の進捗状況 

第３次障がい者基本計画における９５の事業の進捗状況を、３つの評価基準（「計画どおりに実

施＝２点」、「一部、実施した＝１点」、「実施していない＝0 点」）で点数化し、進捗状況を評価しま

した。 

 

（１）施策の展開方向ごとの評価 
２点満点中、「障がい児支援の充実」（７事業）、「保健・医療の充実」（15 事業）、「多様な生活支

援策の展開」（11 事業）、「働く環境づくり」（５事業）の評点は 1.75 以上と高くなっています。 

一方、「情報・コミュニケーションの促進」（４事業）の評点は 0.50 となっています。 

 

施策の展開方向ごとの評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※評点は２点満点中の値 

 

  

1.53 

0.50 1.63 

1.67 

1.50 

1.77 

1.85 

2.00 

1.75 

1.42 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

1-1 心のバリアフリーの促進

1-2 情報・コミュニケーション

の促進

2-1 まちのバリアフリーの促

進

3-1 総合相談体制の確立

3-2 在宅福祉サービスの充

実

3-3 多様な生活支援策の展

開

3-4 保健・医療の充実

4-1 障がい児支援の充実

4-2 働く環境づくり

4-3 スポーツ・文化活動等の

推進
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（２）事業ごとの評価 

基本目標１ 相互理解と共生のまちづくり 
施策の展開方向 主な取組 事業 

1-1 

心のバリアフリー

の促進 

1.53 啓発活動の充実 広報活動の推進 1.00 

福祉教育の充実 学校での障がいに関する理解の促進 2.00 

福祉学習の充実 福祉の視点での生涯学習の促進 1.00 

交流の促進 各種事業を通した交流の推進 2.00 

地域での交流の促進 2.00 

地域福祉活動の促進 ボランティアの育成と活動促進 2.00 

地域福祉ネットワーク利用促進 1.00 

社会福祉協議会への支援 2.00 

1-2 

情 報 ・ コ ミ ュ ニ ケ

ーションの促進 

0.50 情報バリアフリーの促進 障がい者情報バリアフリー化支援事業の普及 0.00 

窓口対応の充実 2.00 

コミュニケーションの推進 コミュニケーション人材の確保と活用促進 0.00 

ＦＡＸ・電子メールの活用 0.00 

 

基本目標２ 安全で安心な生活環境づくり 
施策の展開方向 主な取組 事業 

2-1 

まちのバリアフリ

ーの促進 

1.63 住まいの整備 公営住宅等の整備 2.00 

日常生活用具給付の利用促進 2.00 

リフォーム相談等の仕組みづくり 2.00 

安全重視のまちづくり 福祉のまちづくりの推進 2.00 

店舗・観光レクリエーション施設のバリアフリー促進 2.00 

案内表示の整備 0.00 

福祉マップの作成 0.00 

移動手段・交通対策の充実 日常生活の移動手段の確保 2.00 

外出支援サービスの仕組みの検討 2.00 

助成制度の普及・啓発 2.00 

防災・防犯対策の充実 災害時要援護者への支援 1.00 

地域支援体制の整備 1.00 

通信連絡体制の充実 2.00 

防犯対策の充実 2.00 
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基本目標３ 地域生活を支える体制づくり 
施策の展開方向 主な取組 事業 

3-1 

総 合 相 談 体 制 の

確立 

1.67 相談・情報提供の充実 総合的な相談体制の充実 1.00 

広報活動の充実 1.00 

障がい者ケアマネジメント

体制の充実 

ケアマネジメント体制の整備 2.00 

関係機関との連携強化 2.00 

権利擁護の推進 成年後見制度の普及 2.00 

地域福祉権利擁護事業の普及 2.00 

障がい者への虐待防止の仕組みづくり 2.00 

投票方法の充実 2.00 

まちづくり参加の推進 2.00 

サービス評価の実施促進等 2.00 

3-2 

在宅福祉サービス

の充実 

1.50 障がい福祉サービスの充

実 

訪問系サービスの充実 2.00 

日中活動系サービスの充実 2.00 

居住系サービスの充実 2.00 

短期入所(ショートステイ )の充実 2.00 

地域生活支援事業の充実 地域生活支援事業の推進 1.00 

3-3 

多 様 な 生 活 支 援

策の展開 

1.77 各種生活支援策の充実 障がいの特性に応じた支援の推進 2.00 

福祉用具の利用促進 2.00 

生活安定のための支援 2.00 

家族に対する支援 2.00 

人材の養成と研修の充実 1.00 

高齢者地域ケアの推進 2.00 

寝具乾燥消毒サービスの推進 2.00 

食の自立支援 2.00 

多様なサービス提供主体

の確保 

障がい者団体等の活動支援 2.00 

福祉ボランティア活動の活発化 1.00 

多様なサービス提供主体の確保 2.00 

3-4 

保健・医療の充実 

1.85 予防対策の充実 母子保健活動の推進 2.00 

子育て支援センター活動の推進 2.00 

中高年期の保健活動の推進 2.00 

リハビリテーションの推進 2.00 

医療体制の充実 地域医療体制の充実 2.00 

在宅ケアの推進 2.00 

保健・医療サービスの充実 2.00 

医療費の給付等の推進 2.00 

精神保健活動の充実 精神保健福祉に関する啓発活動の推進 1.00 

精神保健活動の充実 2.00 

相談支援体制の充実 2.00 

社会復帰への支援 2.00 

発達障がいのある人と難

病の人への支援 

発達障がいのある人への支援 2.00 

難病の人への支援 2.00 

啓発活動の推進 1.00 
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基本目標４ 充実して生活する環境づくり 
施策の展開方向 主な取組 事業 

4-1 

障 が い 児 支 援 の

充実 

2.00 早期療育の充実 障がい児療育の充実 2.00 

地域療育体制の充実 2.00 

家族への支援  総合的な支援体制の整備 2.00 

障がい児支援体制の基盤

整備 

障害児相談支援の整備 2.00 

障害児通所支援の整備 2.00 

障害児入所支援の整備  2.00 

特別な支援を必要とする

子どもへの支援 

虐待や生活環境上養護が必要な場合の支援 2.00 

4-2 

働く環境づくり 

1.75 雇用と就労の促進 雇用と就労の促進 1.00 

授産製品等への支援 2.00 

福祉的就労の場の確保 就労支援に関する事業の推進 2.00 

地域活動支援センター事業の促進 2.00 

関係施設との連携 2.00 

4-3 

スポーツ・ 文化活

動等の推進 

1.42 スポーツ・文化活動等の活

発化 

障がいのある人のスポーツの推進 1.00 

レクリエーション活動の促進 1.00 

文化活動の促進 2.00 

生涯学習機会の確保 2.00 

社会参加の促進 福祉ボランティア活動の活発化 2.00 

社会福祉協議会活動への支援 2.00 

地域活動等への障がいのある人の参加促進 0.00 

※評点は２点満点中の値 
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２-７ アンケート調査等にみる障がいのある人のようす 

（１）福祉に関するアンケート調査（18 歳以上） 

①回答者の年齢 

「40～64 歳」が 66.3％、「18～39 歳」が 22.5％、「65 歳以上」は 1.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②現在、一緒に暮らしている人 

「父母・祖父母・兄弟姉妹」が 50.0％と最も高く、次いで「配偶者(夫又は妻)」が 41.3％、「子

ども」が 23.8％、「いない」（12.5％）の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18～39歳 40～64歳 65歳以上

身体障害者

手帳

療育手帳 精神障害者

保健福祉手

帳

＜回答者数＞ 80 18 53 1 37 20 15

父母・祖父母・兄弟姉妹 50.0 83.3 37.7 100.0 37.8 65.0 53.3

配偶者(夫又は妻) 41.3 0.0 54.7 0.0 56.8 5.0 33.3

子ども 23.8 0.0 34.0 0.0 32.4 5.0 26.7

その他 1.3 5.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

いない 12.5 11.1 15.1 0.0 16.2 30.0 13.3

無回答 1.3 0.0 0.0 0.0 0.0 5.0 0.0

年齢(令和5年7月1日現在） 所持している手帳別

合計

50.0

41.3

23.8

1.3

12.5

1.3

0% 20% 40% 60% 80%

父母・祖父母・兄弟姉妹

配偶者(夫又は妻)

子ども

その他

いない

無回答

n=80

18～39歳

22.5%

40～64歳

66.3%

65歳以上 1.3% 無回答

10.0%

n=80
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③介助してもらっている家族の年齢 

※家族に介助をしてもらっている人のみ 

「50～69 歳」が 47.6％、「70 歳以上」が 23.8％、「30～49 歳」が 9.5％、「29 歳以下」

は 4.8％となっています。 

 

 

④介助してくれる家族への支援として必要なこと 

※家族に介助をしてもらっている人のみ 

 

 

  

29歳以下 4.8%

30～49歳 9.5%

50～69歳

47.6%

70歳以上

23.8%

無回答

14.3%

n=21

52.4

0.0

47.6

38.1

0.0

14.3

4.8

0% 20% 40% 60% 80%

休息をとれる機会の確保

介助の技術や知識の習得

経済的負担の軽減

公的サービスの拡充

介助者同士の交流・情報交換の場

その他

無回答

n=21
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⑤外出するときに困ること 

※外出する人のみ 

無回答を除くと、「公共交通機関が少ない（ない）」が 32.1％と最も高く、次いで「道路や駅に

階段や段差が多い」が 17.9％、「外出にお金がかかる」が 16.7％、「困ったときにどうすればい

いのか心配」が 14.1％、「列車やバスの乗り降りが困難」（12.8％）の順となっています。 

所持している手帳別でみると、精神障害者保健福祉手帳の「発作など突然の身体の変化が心

配」は 33.3%となっています。 

 

 

 

 

  

32.1

12.8

17.9

5.1

3.8

0.0

16.7

9.0

7.7

14.1

5.1

34.6

0% 20% 40% 60% 80%

公共交通機関が少ない（ない）

列車やバスの乗り降りが困難

道路や駅に階段や段差が多い

切符の買い方や乗換えの方法がわかりにくい

外出先の建物の設備が不便

介助者が確保できない

外出にお金がかかる

周囲の目が気になる

発作など突然の身体の変化が心配

困ったときにどうすればいいのか心配

その他

無回答

n=78

18～39歳 40～64歳 65歳以上

身体障害者

手帳

療育手帳 精神障害者

保健福祉手

帳

＜回答者数＞ 78 17 53 1 37 19 15

公共交通機関が少ない（ない） 32.1 23.5 35.8 0.0 32.4 15.8 46.7

列車やバスの乗り降りが困難 12.8 17.6 9.4 0.0 16.2 10.5 6.7

道路や駅に階段や段差が多い 17.9 11.8 20.8 0.0 29.7 5.3 0.0

切符の買い方や乗換えの方法がわかりにくい 5.1 11.8 3.8 0.0 0.0 15.8 6.7

外出先の建物の設備が不便 3.8 0.0 5.7 0.0 5.4 0.0 0.0

介助者が確保できない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

外出にお金がかかる 16.7 23.5 15.1 0.0 10.8 21.1 26.7

周囲の目が気になる 9.0 5.9 9.4 0.0 8.1 10.5 26.7

発作など突然の身体の変化が心配 7.7 0.0 7.5 0.0 8.1 5.3 33.3

困った時にどうすればいいのか心配 14.1 29.4 9.4 100.0 2.7 42.1 20.0

その他 5.1 0.0 7.5 0.0 0.0 5.3 13.3

無回答 34.6 41.2 30.2 0.0 40.5 42.1 20.0

合計

年齢(令和5年7月1日現在） 所持している手帳別
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⑥平日の日中の主な過ごし方 

「収入を得て仕事をしている」が 45.0％と最も高く、次いで「福祉施設、就労継続支援Ａ・Ｂ型

などに通っている」と「自宅で過ごしている」が 16.3％、「専業主婦（主夫）をしている」が 8.8％、

「入所している施設や病院などで過ごしている」（3.8％）の順となっています。 

所持している手帳別でみると、療育手帳の「福祉施設、就労継続支援Ａ・Ｂ型などに通っている」

は、50.0%となっています。 

 

 

 

 

 

  

収入を得て仕事を

している

45.0%

収入を得ない仕事をしている 1.3%
専業主婦（主夫）をしている 8.8%

福祉施設、就労継続支援Ａ・Ｂ型

などに通っている 16.3%

病院などのデイケアに

通っている 1.3%

リハビリテーションを受けている

0.0%

自宅で過ごしている 16.3%

入所している施設や病院などで

過ごしている 3.8%

大学、専門学校、職業訓練校

などに通っている 1.3%
その他

2.5%

無回答 3.8%

n=80

18～39歳 40～64歳 65歳以上

身体障害者

手帳

療育手帳 精神障害者

保健福祉手

帳

＜回答者数＞ 80 18 53 1 37 20 15

収入を得て仕事をしている 45.0 27.8 54.7 0.0 54.1 15.0 40.0

収入を得ない仕事をしている 1.3 0.0 1.9 0.0 0.0 0.0 6.7

専業主婦（主夫）をしている 8.8 0.0 13.2 0.0 8.1 0.0 6.7

福祉施設、就労継続支援Ａ・Ｂ型などに通っている 16.3 44.4 5.7 0.0 8.1 50.0 20.0

病院などのデイケアに通っている 1.3 0.0 1.9 0.0 0.0 5.0 0.0

リハビリテーションを受けている 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

自宅で過ごしている 16.3 11.1 11.3 100.0 18.9 15.0 20.0

入所している施設や病院などで過ごしている 3.8 0.0 5.7 0.0 8.1 10.0 0.0

大学、専門学校、職業訓練校などに通っている 1.3 5.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他 2.5 5.6 1.9 0.0 0.0 5.0 0.0

無回答 3.8 5.6 3.8 0.0 2.7 0.0 6.7

合計

年齢(令和5年7月1日現在） 所持している手帳別



 

30 

⑦障がいのある人への就労支援に必要なこと 

「職場（会社など）の障がいに対する理解」と「職場の上司や同僚の障がいに対する理解」が

50.0％、次いで「短時間勤務や勤務日数などの配慮」が 38.8％、「通勤手段の確保」が 37.5％

となっています。 

所持している手帳別でみると、精神障害者保健福祉手帳の「就労後のフォローなど職場と支援

機関の連携」（53.3%）は、他の手帳に比べて高くなっています。 

 

 

 

 

 

  

37.5

26.3

38.8

25.0

50.0

50.0

18.8

25.0

16.3

28.8

3.8

21.3

0% 20% 40% 60% 80%

通勤手段の確保

勤務場所におけるバリアフリーなどの配慮

短時間勤務や勤務日数などの配慮

在宅勤務の拡充

職場（会社など）の障がいに対する理解

職場の上司や同僚の障がいに対する理解

職場で介助や援助などが受けられる

就労後のフォローなど職場と支援機関の連携

企業ニーズに合った就労訓練

仕事についての職場外での相談対応、支援

その他

無回答

n=80

18～39歳 40～64歳 65歳以上

身体障害者

手帳

療育手帳 精神障害者

保健福祉手

帳

＜回答者数＞ 80 18 53 1 37 20 15

通勤手段の確保 37.5 33.3 39.6 0.0 37.8 30.0 26.7

勤務場所におけるバリアフリーなどの配慮 26.3 33.3 22.6 0.0 29.7 25.0 13.3

短時間勤務や勤務日数などの配慮 38.8 27.8 41.5 0.0 43.2 20.0 40.0

在宅勤務の拡充 25.0 38.9 20.8 0.0 21.6 10.0 33.3

職場（会社など）の障がいに対する理解 50.0 55.6 47.2 100.0 37.8 45.0 60.0

職場の上司や同僚の障がいに対する理解 50.0 50.0 47.2 100.0 40.5 40.0 53.3

職場で介助や援助などが受けられる 18.8 33.3 13.2 0.0 13.5 10.0 33.3

就労後のフォローなど職場と支援機関の連携 25.0 38.9 18.9 0.0 13.5 30.0 53.3

企業ニーズに合った就労訓練 16.3 16.7 17.0 0.0 21.6 10.0 13.3

仕事についての職場外での相談対応、支援 28.8 33.3 22.6 100.0 24.3 40.0 33.3

その他 3.8 5.6 3.8 0.0 0.0 5.0 6.7

無回答 21.3 22.2 20.8 0.0 29.7 25.0 20.0

年齢(令和5年7月1日現在） 所持している手帳別

合計
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⑧障がいがあることで差別や嫌な思いをしたことの有無 

「ない」が 45.0％、「ある」が 35.0％、「少しある」が 16.3％となっています。 

所持している手帳別でみると、療育手帳や精神障害者保健福祉手帳の「ある」は、50%を超え

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨差別や嫌な思いをしたことがある場所 

※差別や嫌な思いをしたことがある人のみ 

「学校・仕事場」が 46.3％と最も高く、次いで「仕事を探すとき」が 41.5％、「外出先」が

22.0％、「住んでいる地域」が 17.1％、「余暇を楽しむとき」と「病院などの医療機関」は 14.6％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

18～39歳 40～64歳 65歳以上

身体障害者

手帳

療育手帳 精神障害者

保健福祉手

帳

＜回答者数＞ 80 18 53 1 37 20 15

ある 35.0 27.8 37.7 0.0 24.3 50.0 53.3

少しある 16.3 33.3 13.2 0.0 16.2 15.0 20.0

ない 45.0 33.3 45.3 100.0 54.1 35.0 26.7

無回答 3.8 5.6 3.8 0.0 5.4 0.0 0.0

合計

年齢(令和5年7月1日現在） 所持している手帳別

46.3

41.5

22.0

14.6

14.6

17.1

4.9

2.4

0% 20% 40% 60% 80%

学校・仕事場

仕事を探すとき

外出先

余暇を楽しむとき

病院などの医療機関

住んでいる地域

その他

無回答

n=41

ある

35.0%

少しある

16.3%

ない

45.0%

無回答 3.8%

n=80
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⑩障がい福祉サービスの利用状況と利用意向 

“現在、利用している”は、⑨就労継続支援（A・B 型）が 20.0%で最も高くなっています。一方、

“今後、利用したい”では、⑨就労継続支援（Ａ・Ｂ型）、⑧就労移行支援、⑦自立訓練（機能訓練・生

活訓練）、⑯計画相談支援、⑩就労定着支援などが高くなっています。 

 

 

  

5.0

0.0

0.0

1.3

0.0

3.8

3.8

3.8

20.0

0.0

0.0

0.0

2.5

0.0

0.0

10.0

0.0

1.3

8.8

5.0

5.0

8.8

3.8

7.5

16.3

17.5

22.5

12.5

5.0

8.8

8.8

7.5

3.8

16.3

3.8

11.3

0% 10% 20% 30% 40%

①居宅介護

②重度訪問介護

③同行援護

④行動援護

⑤重度障害者等包括支援

⑥生活介護

⑦自立訓練（機能訓練・生活訓練）

⑧就労移行支援

⑨就労継続支援（Ａ・Ｂ型）

⑩就労定着支援

⑪療養介護

⑫短期入所（福祉型・医療型）

⑬自立生活援助

⑭共同生活援助

⑮施設入所支援

⑯計画相談支援

⑰地域移行支援

⑱地域定着支援

現在、利用している 今後、利用したい D
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利用状況（現在、利用している） 

 

 

利用意向（今後、利用したい） 

 

  

18～39歳 40～64歳 65歳以上

身体障害者

手帳

療育手帳 精神障害者

保健福祉手

帳

＜回答者数＞ 80 18 53 1 37 20 15

居宅介護 5.0 11.1 3.8 0.0 8.1 10.0 6.7

重度訪問介護 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

同行援護 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

行動援護 1.3 0.0 1.9 0.0 2.7 0.0 6.7

重度障害者等包括支援 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

生活介護 3.8 11.1 1.9 0.0 5.4 10.0 0.0

自立訓練（機能訓練・生活訓練） 3.8 16.7 0.0 0.0 2.7 10.0 6.7

就労移行支援 3.8 16.7 0.0 0.0 2.7 10.0 6.7

就労継続支援（Ａ・Ｂ型） 20.0 61.1 5.7 100.0 2.7 55.0 40.0

就労定着支援 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

療養介護 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

短期入所（福祉型・医療型） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

自立生活援助 2.5 5.6 1.9 0.0 5.4 5.0 6.7

共同生活援助 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

施設入所支援 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

計画相談支援 10.0 27.8 5.7 0.0 2.7 25.0 13.3

地域移行支援 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

地域定着支援 1.3 5.6 0.0 0.0 2.7 5.0 0.0

無回答 73.8 33.3 86.8 0.0 89.2 35.0 53.3

合計

年齢(令和5年7月1日現在） 所持している手帳別

18～39歳 40～64歳 65歳以上

身体障害者

手帳

療育手帳 精神障害者

保健福祉手

帳

＜回答者数＞ 80 18 53 1 37 20 15

居宅介護 8.8 11.1 7.5 0.0 13.5 10.0 13.3

重度訪問介護 5.0 0.0 5.7 0.0 8.1 0.0 6.7

同行援護 5.0 0.0 7.5 0.0 5.4 0.0 6.7

行動援護 8.8 5.6 9.4 0.0 8.1 0.0 26.7

重度障害者等包括支援 3.8 0.0 5.7 0.0 5.4 0.0 6.7

生活介護 7.5 16.7 3.8 0.0 8.1 10.0 13.3

自立訓練（機能訓練・生活訓練） 16.3 22.2 13.2 100.0 13.5 20.0 26.7

就労移行支援 17.5 27.8 11.3 100.0 13.5 20.0 40.0

就労継続支援（Ａ・Ｂ型） 22.5 44.4 13.2 100.0 10.8 45.0 46.7

就労定着支援 12.5 22.2 7.5 100.0 5.4 15.0 33.3

療養介護 5.0 5.6 3.8 0.0 2.7 5.0 13.3

短期入所（福祉型・医療型） 8.8 22.2 3.8 0.0 5.4 10.0 13.3

自立生活援助 8.8 11.1 7.5 0.0 8.1 5.0 20.0

共同生活援助 7.5 11.1 5.7 0.0 2.7 10.0 0.0

施設入所支援 3.8 5.6 1.9 0.0 5.4 5.0 0.0

計画相談支援 16.3 22.2 11.3 0.0 10.8 25.0 26.7

地域移行支援 3.8 0.0 3.8 0.0 2.7 0.0 6.7

地域定着支援 11.3 11.1 11.3 0.0 10.8 5.0 26.7

無回答 58.8 44.4 66.0 0.0 73.0 45.0 33.3

合計

年齢(令和5年7月1日現在） 所持している手帳別
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⑪障がいのことや福祉サービス等に関する情報の入手先 

「インターネット」が 42.5％と最も高く、次いで「本や新聞、雑誌の記事、テレビ等のニュース」が

40.0％、「家族や親せき、友人・知人」が 31.3％、「行政機関の広報誌」が 23.8％、「かりつけの

医師や看護師」（18.8％）の順となっています。 

 

 

⑫災害時の避難等について、家族が不在やひとり暮らしの場合、近所に助けてくれる人の有無 

「いない」が 36.3％と最も高く、次いで「わからない」が 31.3％、「いる」（27.5％）の順となっ

ています。 

所持している手帳別でみると、精神障害者保健福祉手帳の「いない」（66.7%）は、他の手帳に

比べ高くなっています。 

 

40.0

23.8

42.5

31.3

10.0

7.5

18.8

6.3

0.0

0.0

2.5

7.5

3.8

10.0

0% 20% 40% 60% 80%

本や新聞、雑誌の記事、テレビ等のニュース

行政機関の広報誌

インターネット

家族や親せき、友人・知人

サービス事業所や施設の職員

障がい者団体や家族会

かりつけの医師や看護師

病院のソーシャルワーカーや介護保険のケアマネジャー

民生委員・児童委員

通園施設や保育所、幼稚園、学校の先生

相談支援事業所などの民間の相談窓口

行政機関の相談窓口

その他

無回答
n=80

いる

27.5%

いない

36.3%

わからない

31.3%

無回答 5.0%

n=80
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⑬火事や地震などの災害時に困ること 

「治療や投薬が受けられない」が 52.5％と最も高く、次いで「避難場所の設備や生活環境が不

安」が 32.5％、「安全なところまで迅速に避難できない」が 25.0％となっています。 

所持している手帳別でみると、療育手帳や精神障害者保健福祉手帳の「周囲とのコミュニケー

ション」は 35%を超えています。 

 

 

 

 

 

  

52.5

11.3

11.3

8.8

25.0

15.0

16.3

32.5

3.8

16.3

8.8

0% 20% 40% 60% 80%

治療や投薬が受けられない

補装具の使用が困難

補装具や日常生活用具の入手できない

救助を求めることができない

安全なところまで迅速に避難できない

被害状況、避難場所などの情報の入手

周囲とコミュニケーション

避難場所の設備や生活環境が不安

その他

特にない

無回答

n=80

18～39歳 40～64歳 65歳以上

身体障害者

手帳

療育手帳 精神障害者

保健福祉手

帳

＜回答者数＞ 80 18 53 1 37 20 15

治療や投薬が受けられない 52.5 61.1 45.3 0.0 45.9 40.0 60.0

補装具の使用が困難 11.3 0.0 15.1 0.0 21.6 5.0 13.3

補装具や日常生活用具の入手できない 11.3 5.6 9.4 0.0 18.9 10.0 13.3

救助を求めることができない 8.8 11.1 7.5 0.0 8.1 15.0 20.0

安全なところまで迅速に避難できない 25.0 22.2 26.4 100.0 32.4 20.0 40.0

被害状況、避難場所などの情報の入手 15.0 27.8 9.4 0.0 10.8 20.0 20.0

周囲とコミュニケーション 16.3 44.4 9.4 0.0 5.4 35.0 40.0

避難場所の設備や生活環境が不安 32.5 22.2 35.8 0.0 35.1 25.0 33.3

その他 3.8 0.0 3.8 0.0 0.0 0.0 13.3

特にない 16.3 16.7 18.9 0.0 13.5 25.0 13.3

無回答 8.8 11.1 7.5 0.0 10.8 20.0 0.0

合計

年齢(令和5年7月1日現在） 所持している手帳別
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（２）福祉に関するアンケート調査（18 歳未満） 

①子どもに障がいのあることがわかったときの最初の相談先 

「医療機関」が 55.6％と最も高く、次いで「町役場・保健センターなどの窓口」が 22.2％、「通

所施設・作業所」が 11.1％となっています。 

 

 

 

②日々の暮らしで困っていること 

「将来の見通しに不安がある」が 100.0 で、次いで「精神的な負担が大きい」と「緊急時の対応

に不安がある」が 55.6％、「周囲の理解が得られない」、「休養や息抜きの時間が少ない」、「長期

の旅行や外出ができない」が 44.4％となっています。 

 

 

  

町役場・保健センターなどの窓口

22.2%

医療機関

55.6%

通所施設・作業所 11.1%

相談支援事業所 0.0%

社会福祉協議会 0.0%

民生委員・児童委員 0.0%

参加している団体・グループ 0.0%

その他 0.0%

いない

11.1%

無回答 0.0%

n=9

55.6
100.0

44.4

22.2

33.3

44.4

33.3

55.6

33.3

22.2

44.4

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

精神的な負担が大きい

将来の見通しに不安がある

周囲の理解が得られない

経済的な負担が大きい

他に手助けを頼める人がいない

休養や息抜きの時間が少ない

仕事や社会活動などができない

緊急時の対応に不安がある

身体的な負担が大きい

養育者自身の健康に不安がある

長期の旅行や外出ができない

その他

特に困っていることはない

無回答

n=9
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③学校教育について困っていること 

「教職員の指導・支援の仕方が心配」、「友だちとの関係づくりがうまくできない」、「学校卒業後

の進路に不安がある」、「今後の学校選択で迷っている」が 44.4％となっています。 

 

 

 

④卒業後の進路（中学・高校などを卒業した後）の意向 

「わからない」が 44.4％で最も高く、「福祉施設や就労継続支援事業所などに行きたい」が

22.2％となっています。 

 

 

 

  

44.4

44.4

11.1

44.4

33.3

11.1

44.4

11.1

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教職員の指導・支援の仕方が心配

友だちとの関係づくりがうまくできない

専門的な教育・指導に関する情報が少ない

学校卒業後の進路に不安がある

通学や通園の送り迎えが大変

専門的な教育・指導を受ける機会がない

今後の学校選択で迷っている

学校のカリキュラムが本人に合わない

その他

特にない

無回答

n=9

さらに上の学校などで勉強を続けたい 11.1%

職業などの訓練校に行

きたい 11.1%

福祉施設や就労継続支援事業

所などに行きたい

22.2%

一般の会社やお店などで働きたい

11.1%家の仕事を手伝いたい 0.0%

その他 0.0%

わからない

44.4%

無回答 0.0%

n=9
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⑤医療に関して困っていること 

「発達に関する医療を受けられる機関が近くにない」が 88.9％と最も高く、次いで「発達に

関する医療を受けられる機関が少ない」と「気軽に受診できる医療機関が近くにない」が 66.7％、

「医療機関に関する情報が少ない」（55.6％）の順となっています。 

 

 

 

  

66.7

55.6

66.7

88.9

0.0

11.1

11.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

発達に関する医療を受けられる機関が少ない

医療機関に関する情報が少ない

気軽に受診できる医療機関が近くにない

発達に関する医療を受けられる機関が近くにない

医療費の負担が大きい

緊急時に対応してくれる医療機関がない

通院のための移動手段で困っている

通院のために付き添ってくれる人がいない

医療に関する手続きが大変である

その他

困っていることはない

無回答

n=9
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（３）障がい者支援に関する法人・事業所調査 

①提供しているサービスについて事業実施上の課題 

「他の事業所や関係機関との連携」が 43.2％で最も高く、次いで「利用者への説明と意思の尊

重」が 29.7％となっています。 

 

 

②提供しているサービスについて利用者支援での課題 

「困難事例への対処が難しい」が 35.1%で最も高く、次いで「全体的な人員不足」が 29.7%、

「支援者のスキルが不足している」（27.0%）の順となっています。 

 

 

  

21.6

29.7

18.9

10.8

21.6

8.1

43.2

8.1

21.6

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

プライバシー保護・個人情報管理の徹底

利用者への説明と意思の尊重

利用者にとっての有益な情報開示の推進

苦情処理対応

危機管理体制の構築

虐待防止対策の実施

他の事業所や関係機関との連携

その他

特にない

無回答

n=37

10.8

16.2

16.2

10.8

35.1

21.6

27.0

16.2

29.7

2.7

10.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

量的に希望どおりサービスが提供できていない

質的に希望どおりサービスが提供できていない

利用者や家族とのコミュニケーションが難しい

利用者に対する意思決定支援が十分でない

困難事例への対処が難しい

休日や夜間の対応が難しい

支援者のスキルが不足している

医療的ケアや強度行動障がい等の専門的支援体制の不足

全体的な人員不足

その他

特にない

無回答
n=37
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③取り組んでいる虐待防止対策 

「定期的な職員会議（情報共有・意思疎通）」が 89.2％と最も高く、次いで「職場内で虐待防止

研修を定期的に実施」と「外部の虐待防止研修に職員が参加」が 73.0%、「虐待防止委員会を設

置」が 67.6%、「虐待防止マニュアル等を作成」が 62.2%、「職員の悩みを相談できる体制」

（56.8%）の順となっています。 

 

 

④サービスの質の向上のために重点的に取り組んでいること 

「サービス担当者会議への参加」が 67.6%で最も高く、次いで「定期的なケアカンファレンスの

開催」が 59.5%、「同事業者との交流機会への参加」が 54.1%となっています。 

 

67.6

62.2

29.7

56.8

89.2

73.0

73.0

16.2

5.4

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

虐待防止委員会を設置

虐待防止マニュアル等を作成

虐待行為について定期的にチェックする体制

職員の悩みを相談できる体制

定期的な職員会議（情報共有・意思疎通）

職場内で虐待防止研修を定期的に実施

外部の虐待防止研修に職員が参加

福祉サービス第三者評価等の外部評価

その他

特にない

無回答
n=37

37.8

59.5

24.3

35.1

8.1

24.3

67.6

54.1

27.0

21.6

29.7

2.7

2.7

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談窓口の設置や職員の配置

定期的なケアカンファレンスの開催

サービス利用者の満足度調査の実施

自己評価の積極的な開示

外部評価の導入・開示

サービス提供マニュアルの作成

サービス担当者会議への参加

同事業者との交流機会への参加

他業種事業者等との交流機会への参加

応対・接遇研修の実施

苦情に対する組織的な対応策

その他

特に取り組んでいない

無回答

n=37
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（４）障がい者支援に関する関係団体等調査 

①日々の障がい者支援活動を行う上で困っていること 

 会員の高齢化による役員の担い手不足 

 親同士のつながりを求める親が減ってきているように感じる。ネットで色々な情報が手に入

るからなのか、人と人との関わりはあまり求められていないのではないか。 

 ボランティアの健康等の都合もあり、今後の活動を続けることができるかどうか。 

 

②行政と協働して取り組むことや提案等 

 障がいのある人の雇用を受け入れてくれる「企業等」の誘致への取組 

 予算面やパワー面から、すべてを公助(行政)としての事業展開は難しいと思われるので、

「地域の課題は地域で解決する」ことが必要。共助（町内会）活動の育成を図る支援強化を望

む。 

 障がいのある人が住みよい町づくりのためには、施設におけるバリアフリーなどハード面の

整備も重要である。 

 障がいのある人に対する偏見の除去や思いやりの心の育成のため、児童・生徒を対象とした

授業をカリキュラムに入れてはどうか。 

 親同士の縦のつながり、横のつながり、先輩の保護者から子どもの進路や就職先など情報共

有できる場があるとよい。 

 発達障がいの理解を深めるための勉強会や子どもと関わるヒントをレクチャーする場がある

とよいと思う。 

 障がいのある人の存在を町民に知らせたい。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

３-１ 基本理念 

本 町 の 最 上 位 計 画 で あ る 「 第 ６ 期 長 沼 町 総 合 振 興 計 画 （ 令 和 ３ (2021) 年 度 ～ 令 和

10(2028)年度）」では、「ひとと自然の共生 きらめく田園と交流のまち ながぬま」をまちづく

りのめざす姿としています。 

障がいのある人が住み慣れた地域で、いつまでも暮らし続けられることはますます重要となり、

そのために、地域を構成するあらゆる町民が役割を持ち、支えあいながら、自分らしく活躍でき、

助けあって暮らしていける「地域共生社会」の実現がとても大切です。 

このようなことから、計画の基本理念を、前計画と同様に『個人の尊厳が守られ、誰もが主体的

に生き、支えあい、共生する“ユニバーサル長沼”』とし、町民、サービス提供事業所等と連携しな

がら、良質で多様な施策やサービスを実施していきます。 

 

 

 

個人の尊厳が守られ、誰もが主体的に生き、 

     支えあい、共生する“ユニバーサル長沼” 
 

 

  

基本理念 
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３-２ 計画の視点 

障がいの特性を踏まえた利用者主体の支援 

障がいのある人が自らの意思決定に基づいたサービス利用の選択ができ、個々の障

がいの特性を踏まえた支援を受けられるように、相談支援の質の向上を図ります。 

また、障がいのある人一人ひとりのニーズを把握し、関係機関・団体等と密接に連携し

ながら、総合的で適切な支援を行えるよう体制を整えるとともに、就業を目的とする人

に対しては就労定着に向けた支援の充実を図ります。 

 

総合的で効果的な施策の推進 

乳幼児期から高齢期まで、生涯を通じてその人らしい生活を送ることができるよう、

総合的・計画的に施策を進めるとともに、広域的連携を深めながら効果的な相談支援、

サービス提供体制の充実を図ります。 

高齢者、障がいのある人、子ども等の対象者ごとに充実させてきた福祉サービスにつ

いては、複合化するニーズへの対応を強化すべく、相互に又は一体的に利用しやすくな

るような支援体制の整備を進めます。また、地域における課題についての情報を共有し、

関係機関での連携の緊密化を図ります。 

 

社会のバリアフリー化の推進 

ノーマライゼーションの理念に基づき、障がいのあるなしに関わらず一人ひとりが主体

的に住み慣れた地域で自立した生活を送ることができる地域づくりを進めます。 

また、心や情報・制度におけるバリアフリーだけでなく、インフラ整備に係るバリアフリ

ーへの取組も進めます。 

 

個々の特性に応じた障がい児支援の推進 

障がいのある子どもの発達段階やライフステージ、心身の状況に応じ、できる限り早

期の療育を身近な地域で受けられるよう、連続・連携した支援を進めます。 

障がいのある子どもの家族への支援では、子育てにおける不安を軽減するために、発

達の各段階に応じた包括的な支援に加え、近隣市町村を含めた地域における支援体制

の整備を進めます。 

障がいのある子どもへの虐待や生活環境上の問題により、養護を必要とする場合に

は児童相談所と連携を図り、支援します。 
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３-３ 基本目標 

本計画の基本理念や視点を踏まえ、次の３つの基本目標を定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

目標３ 
 
充実して生活する 
環境づくり 

障がいの子どもの自立に向けた教育や訓練及び長期的なケ

ア体制を整備し、子どもの持っている能力や可能性を最大

限に伸ばしていけるようにしていくとともに、家族の不安や

負担の軽減を図ります。 

就労支援や障がいのある人が働きやすい環境づくり、社会

参加への支援を進め、障がいのある人が生きがいを持って

暮らしていける環境づくりに取り組みます。 

啓発や障がい者との交流等の活動により、障がいに対する

理解を深めるとともに、地域でお互いに支えあい、ともに暮

らしていけるような環境づくりを進めます。 

成年後見制度の利用を促進するとともに、必要となる後見

人の確保を図るなど、障がいのある人の権利擁護を推進す

る仕組みを構築します。 

ユニバーサルデザインの視点を踏まえたまちづくりを進め、

誰もが安全に安心して生活できる環境づくりに取り組み

ます。 

目標１ 
 
相互理解と 
共生のまちづくり 

目標２ 
 
地域生活を支える 
体制づくり 

障がいのある人が地域で安心して暮らしていけるよう、相

談支援体制を強化していきます。 

障がい福祉サービスや地域生活支援事業の充実とともに、

在宅での医療ケアなどにも対応できるよう、医療と保健と

の連携をより強化し、体制の充実を図ります。 

ニーズに応じたサービス展開ができるよう、必要となる人材

や多様なサービス提供主体の確保を図ります。 
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３-４ 施策の体系 

 

基本目標 方向 施策の展開 

目標１ 

相互理解と 
共生のまちづくり 

(１)心のバリアフリーの促進 ①啓発活動の充実 

②福祉教育の充実 

③福祉学習の充実 

④交流の促進 

⑤地域福祉活動の促進 

(2)権利擁護の推進 ①成年後見制度等の利用促進 

②虐待の防止 

③障がいのある人の意見の反映 

(3)情報・コミュニケーションの 
促進 

①情報バリアフリーの促進 

②コミュニケーションの推進 

(4)まちのバリアフリーの促進 ①住まいの整備 

②安全重視のまちづくり 

③移動手段・交通対策の充実 

④防災・防犯対策の充実 

目標２ 

地域生活を 
支える体制づくり 

(１)総合相談体制の確立 ①相談・情報提供の充実 

②ケアマネジメント体制の充実 

(2)在宅福祉サービスの充実 ①障がい福祉サービスの充実 

②地域生活支援事業の充実 

(3)多様な生活支援策の展開 ①各種生活支援策の充実 

②多様なサービス提供主体の確保 

(4)保健・医療の充実 ①母子保健活動の推進 

②中高年期の保健活動の推進 

③リハビリテーションの推進 

④医療体制の充実 

⑤精神保健活動の充実 

⑥発達障がいのある人と難病の人への支援 

目標３ 

充実して生活する 
環境づくり 

(１)障がい児支援の充実 ①早期療育の充実 

②地域療育体制の充実 

③家族への支援 

④相談支援体制の充実 

⑤障害児入所支援の整備 

⑥特別な支援を必要とする子どもへの支援 

(2)働く環境づくり ①雇用と就労の促進 

②福祉的就労の場の確保 

(3)スポーツ・文化活動等の推進 ①スポーツ・文化活動の活発化 

②レクリエーション活動の促進 

③生涯学習機会の確保 

(4)社会参加の促進 ①交流機会の充実 

②福祉ボランティア活動の活発化 

③社会福祉協議会活動への支援 
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第４章 障がい者基本計画 

基本目標１ 相互理解と共生のまちづくり 

（１）心のバリアフリーの促進 

①啓発活動の充実 

 町広報誌やホームページ、健康づくりや生涯学習などに関わる広報、豊生大学、出前講座制

度等を通じて、町が取り組む障がい福祉行政、ノーマライゼーションの理念や障がいに関する

情報提供の充実を図ります。 

 障がいのある人やその家族が必要とするサービス・制度等の情報をはじめ、社会参加を促

進するスポーツや文化、学習等に関する情報提供の充実を図ります。 

②福祉教育の充実 

 学校教育で、子どもたちが障がいに関する正しい理解と認識を深めるため、障がいに関する

知識の普及とともに、障がいのある子どもとの交流機会を確保し共同学習を進めます。 

③福祉学習の充実 

 生涯学習活動として関係機関・団体等と連携し、障がいに関する講座や研修会を開催すると

ともに、出前講座制度の活用により、地区や職場などでの交流や学習などの実施を働きかけ

ます。 

④交流の促進 

 スポーツや芸術・文化関係の事業への障がいのある人の参加促進を図ります。また、社会福

祉協議会や障がい者団体等が行っている事業を支援します。 

 祭りや運動会など、障がいのある人もない人も誰もが集い、交流できる機会や情報の提供を

行います。 

⑤地域福祉活動の促進 

 社会福祉協議会が行っているボランティア活動を支援し、ボランティアの育成と組織化、自

主活動の活発化を図ります。 

 ご近所あんしんネットワーク活動を促進するとともに、これらを核に各種団体、ボランティア

団体、民生委員・児童委員等が連携した地域福祉ネットワークの利用促進を図ります。 

 地域福祉を推進する中核組織として、社会福祉協議会の活動を支援します。 
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（２）権利擁護の推進 

①成年後見制度等の利用促進 

 町広報誌・ポスター・パンフレット等での周知とともに、成年後見制度相談日を設け、判断能

力が十分でない人の財産や権利、金銭管理やサービスの利用援助を支援する成年後見制度

の普及を進めます。 

 社会福祉協議会と連携し、判断能力が十分でなく権利を侵害されやすい人のための生活援

助などを行う日常生活自立支援事業の普及を進めます。 

②虐待の防止 

 障がいのある人等への虐待を防止するため、関係機関・団体等と連携し対応します。 

③障がいのある人の意見の反映 

 選挙に関する情報提供を行うとともに、代理投票、不在者投票、点字投票等の制度を利用し

ます。 

 各地区や団体とのまちづくり懇談会において意見をうかがう場を設けるなど、障がいのある

人の意見をまちづくりに反映させるための機会を拡充します。 

 北海道社会福祉協議会に設置されている運営適正化委員会など、苦情解決のための相談機

関等の周知を行います。 

 サービス提供事業所によるサービス評価の実施を促進し、質の向上を図ります。 

 

 

（３）情報・コミュニケーションの促進 

①情報バリアフリーの促進 

 障がいのある人が役場などの窓口で手続きがしやすいよう、職員研修を継続的に実施し、窓

口対応の充実を図るとともに、ヘルプマーク・ヘルプカードの普及啓発に取り組みます。 

②コミュニケーションの推進 

 視覚・聴覚障がいのある人とのコミュニケーションを確保するため、関係機関や団体等との

連携のもと朗読者等を必要に応じて確保するとともに、手話通訳者等の活用促進を図り

ます。 

 聴覚障がいのある人のためにＦＡＸや電子メール、SNS 等を活用したコミュニケーションの確

保を図ります。 
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（４）まちのバリアフリーの促進 

①住まいの整備 

 バリアフリーに配慮した公営住宅の計画的な整備を行い、障がいのある人だけでなく誰もが

利用しやすいユニバーサルデザインの普及を進めます。 

 重い障がいのある人が家庭で安心して暮らせるよう、入浴補助用具など日常生活用具の利

用促進を図ります。 

 障がいのある人や高齢者などが安全に安心して生活できる住宅に改修する際、住む人のニ

ーズに細やかに対応するリフォーム助成事業を継続的に実施します。 

②安全重視のまちづくり 

 障がいのある人等の意見を聞きながら、ユニバーサルデザインの考え方で道路、公園、公共

施設等の段差解消や点字ブロック、わかりやすい標識、多目的トイレなどを整備します。 

 店舗や観光レクリエーション施設のバリアフリー化を働きかけるとともに、「北海道福祉のま

ちづくり条例」や「バリアフリー新法（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法

律）」などについて、設置者・建築技術者への普及啓発を行います。 

③移動手段・交通対策の充実 

 重度障がい者ハイヤー料金及び自動車燃料費助成事業、利用者のニーズに合わせたデマン

ドバスの運行を継続的に行います。 

 公共交通機関を利用できない障がいのある人や、家庭環境により交通手段がない障がいの

ある人等のために、地域生活支援事業による移動支援サービスを継続的に実施します。 

 ＪＲ、路線バス、船、航空機運賃の助成制度、自動車改造費助成制度、自動車・軽自動車税の

減免制度の普及啓発を行います。 

④防災・防犯対策の充実 

 消防や地域、自主防災組織、民生委員・児童委員等と連携しながら、個別避難計画、避難行

動要支援者名簿の整備の促進を図ります。 

 災害時に、障がいのある人など「災害時要援護者」への声かけや避難の手助けなどをすばや

く行えるよう、ご近所あんしんネットワークシステムへの登録や地域における支援体制の充実

を図ります。 

 ひとり暮らしで緊急時に機敏に行動することが困難な人等を対象とした緊急通報システムの

設置を継続し、生活の見守りを行います。 

 地域、防犯協会、民生委員・児童委員、関係機関・団体等と連携し、犯罪や悪質商法に巻き込

まれない対策に取り組みます。 
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基本目標２ 地域生活を支える体制づくり 

（１）総合相談体制の確立 

①相談・情報提供の充実 

 長沼町自立支援協議会、地域包括支援センター、相談支援事業所、子ども発達支援センター、

子育て支援センター等が連携しながら、障がいのある人の生活全般にわたるさまざまな相談

や福祉サービス等について、総合的に対応する体制の充実を図ります。 

 障がいにあった保健・医療・福祉サービスや療育、教育、就労、各種制度、関係機関・団体等、

障がい者団体等の情報を提供するため、町広報誌やホームページの充実を図ります。 

②ケアマネジメント体制の充実 

 社会福祉協議会や障がい者支援施設「陽風」など、町にある社会資源を活かした支援体制の

充実を図ります。 

 地域ケアに関するチームケアの推進、ケアマネジメント従事者の確保を図ります。 

 障がいのある人や子どもの個々のニーズに対応するため、道、保健所等関係機関との連携を

強化し、支援体制の充実を図ります。 

 

 

（２）在宅福祉サービスの充実 

①障がい福祉サービスの充実 

 障がいのある人一人ひとりのニーズに応じたサービスが提供できるよう、情報交換を含め、

町内外の事業所との連携強化を図り居宅介護（ホームヘルプサービス）を拡充します。 

 障がいが重く、常時介護を要する身体障がい、知的障がい、精神障がいの人等が介護サービ

スを受けられるよう、広域連携の充実を図ります。 

 障がいのある人が自らの状況に応じてサービスを利用し、住み慣れたところで安心して生活

できるよう、情報交換を含め、町内外の事業所との連携強化を図り、日中活動系サービスの

質と量の充実を図ります。 

 町内外の事業所と連携強化により、ショートステイの充実を図ります。 

 地域生活が可能な施設入所や退院可能な精神障がいのある人について、必要な訓練の機会

を提供し、地域生活への移行支援を図ります。 

 地域生活移行の受け皿となる共同生活援助（グループホーム）について、提供事業所等の動

向を見極めながら支援等について検討します。 
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②地域生活支援事業の充実 

 総合保健福祉センター「りふれ」に相談窓口を設置し、情報提供や相談支援を実施します。ま

た、町内外の事業所と連携強化、地域生活支援事業の充実を図ります。 

 

長沼町における地域生活支援事業の内容  

相談支援事業 
 障がいのある人の相談、情報提供、虐待防止、権利擁護の

ために必要な事業 

意思疎通支援事業  手話通訳など日常生活支援を行う事業 

日常生活用具給付等事業 
 日常生活用具を購入した場合に、その用具の購入に要する

費用を支給する事業 

移動支援事業  ガイドヘルパーなどの移動支援事業 

成年後見制度利用支援事業 

 助成を受けなければ成年後見制度の利用が困難な人に対

し、成年後見制度の利用に要する費用の全部又は一部を助

成する事業 

日中一時支援事業  事業所で一時的な見守りや活動の場を提供する事業 

運転免許取得費助成事業 

 身体障がいのある人の職域の拡大と自立更生の促進を図る

ため、自動車運転免許取得に要する費用の一部を助成する

事業 

自動車改造費助成事業 

 重度の肢体不自由のある人の社会参加支援のため、障がい

のある人が自ら所有し運転する自動車を改造する経費の一

部を助成する事業 

生活サポート事業 
 ホームヘルパー等を居宅に派遣し、身体介護や家事援助、

通院介助を提供する事業 

地域活動支援センター事業 
 創作的活動、生産活動の機会の提供など、社会との交流促

進の支援を行う事業 
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（３）多様な生活支援策の展開 

①各種生活支援策の充実 

 障がいのある人や重複障がいのある人や難病の人、発達障がい・高次脳機能障がいのある

人などが、必要な障がい福祉サービスを利用し、安心して生活できるよう、サービス提供事

業所をはじめ関係する機関が連携し、総合的な支援の充実を図ります。 

 障がいのある人の在宅生活を支援するため､補装具や日常生活用具の給付と貸与の利用促

進を図ります。 

 各種手当や医療費、訪問看護交通費など各種助成、税控除、資金貸付等を進めます。 

 社会福祉協議会と連携した電話、訪問による見守りと安否確認や、除雪が困難な世帯を対

象とした除雪サービス、買い物や調理が困難な人を対象に毎日夕食を届けるなど、高齢者地

域ケアを進めます。 

 障がい者家族の負担軽減のため、障がいに関わる各種の情報提供や相談対応、介護教室や

介護者同士の交流、自主組織への支援等を図ります。 

②多様なサービス提供主体の確保 

 長沼町身障福祉協会の活動を支援します。 

 社会福祉協議会が行っている福祉ボランティア活動を支援し、ボランティアの育成と組織化、

自主活動の活発化を図ります。 

 企業へのボランティア休暇制度の導入促進、福祉教育・福祉学習ボランティアなど、多様な

ボランティア人材・団体等を育成し、ボランティア活動の活発化を図ります。 

 介護保険サービス提供事業所、障がい福祉サービス事業所など、多様なサービス提供主体を

確保するため、新規参入に関する相談対応を行います。 

 障がいのある人のニーズに応えられるように、事業所や関係機関・団体等と連携し、ホームヘ

ルパーの養成と研修充実の支援を図ります。 

 障がいのある人の保健・医療・福祉等に関わる専門的な知識・技術を持った人材の確保を図

ります。 
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（４）保健・医療の充実 

①母子保健活動の推進 

 子どもを安心して産み育てる環境づくりのため、妊娠、出産から乳幼児期に至る母子保健を

推進するとともに、医療との連携を図ります｡ 

 発育や発達の遅れを早期に発見するために、乳幼児健康診査、保健・栄養指導等、相談体制

の充実を図ります。 

 子どもの精神的健康についても、自閉症や多動性障がいなどの発達障がい、ひきこもりなど

の心の問題について関係機関と連携しながら対応します。 

 子育て支援センター等におけるさまざまな子育て相談に対応します。 

②中高年期の保健活動の推進 

 長沼町高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画に基づき、介護予防を推進するとと

もに介護の重度化を防ぐ取組を進めます。 

 庁内関係課等と連携し、生活習慣病の予防などのための健康づくり、体力づくりのための運

動の促進を図るとともに、特定健診等の各種健診やがん検診等を進めます。 

③リハビリテーションの推進 

 継続的に医療的リハビリテーションが必要な人に対し、サービス提供体制の充実を図ります。 

④医療体制の充実 

 町内各医療機関や近隣医療機関との連携による医療体制の充実を図るとともに、通院、通

所のための移動支援を含め地域医療の充実を図ります。 

 医療機関、訪問看護ステーション、保健師、ケアマネジャー、ヘルパーなど、関係機関の連携

を確保し、在宅で重度の障がいのある人や難病の人等に対するきめ細かな療養支援を行い

ます。 

 介護保険サービスや高齢者保健福祉施策との連携を図りながら、訪問歯科健診、訪問歯科

診療、訪問診療などのサービスを行います。 

 更生医療や育成医療の給付について普及啓発を行うとともに、自立支援医療費の給付や重

度の障がいのある人への医療費助成制度の活用について適切な情報提供を行います。 
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⑤精神保健活動の充実 

 精神障がいや精神の病気などについて、正しい知識の普及と啓発を図ります。 

 精神科医による「こころの健康相談」の継続的な実施や保健所保健師との連携など、相談支

援体制の充実を図ります。 

 退院可能な人や退院後間もない回復途上の人が地域で自立した生活が送れるよう、住まい

の整備や働く場、日中活動の場等の充実を図ります。 

⑥発達障がいのある人と難病の人への支援 

 発達障がいや難病について、正しい知識の普及と啓発を図ります。 

 子ども発達支援センターの専門職員が中心となって、乳幼児健康診査や子育て支援等での

早期相談、子どもの発達に着目した包括的な支援を継続するとともに、必要に応じて医師に

よる診断に結びつけます。 

 町内外の医療機関や保健所等関係機関との連携を強化しながら、難病の人とその家族への

相談支援の充実を図ります。また、難病患者通院費助成事業を継続します。 
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基本目標３ 充実して生活する環境づくり 

（１）障がい児支援の充実 

①早期療育の充実 

 障がいのある子どもが適切な支援を受けられるよう、乳幼児健康診査や子育て支援等での

早期相談や、子どもの発達に着目した包括的な支援を継続します。 

 専門的な支援が必要な場合には、北海道立子ども総合医療・療育センターや発達障がい支

援センター等の専門機関と連携し広域的に実施するとともに、関係機関との研修や情報交

換を実施し支援の質の向上を図ります。 

②地域療育体制の充実 

 障がいのある子どもに対するサービス提供基盤となる相談支援、通所支援、入所支援の施

設や事業所等の整備について、関係団体に働きかけるとともに、医療、教育、子育て、一般施

策における障がい児支援との連続・連携した支援を進めます。 

 子ども発達支援センターでは、障がいのある子どもとその家族、集団生活を営む保育所、幼

稚園、学校等の施設からの相談対応や助言、その他必要な援助を行います。 

 難聴がある子どもについては、出生した病院で行う新生児聴覚検査や町での乳幼児健康診

査の検査結果をもとに、ことばや知識を学ぶための適切な支援や、コミュニケーションを築く

上で必要な集団適応を身につけられるよう、関係機関と連携し支援体制を継続します。また、

「軽度・中等度難聴児補聴器購入費等助成事業」を継続します。 

③家族への支援 

 子育てや将来に対する不安などを抱えている家族に対して、家族同士の交流が図れる場の

提供や、専門的な職員からの情報提供や相談支援を行い、総合的に支援します。 

 家族が障がいのある子どもとのより良い関わり方を学ぶ場を設け、子育ての困りごとを解消

し安心して子育てができるよう支援します。 

④相談支援体制の充実 

 障がいに気づいた段階から継続的に相談支援を利用できるよう、体制づくりを進めます。 

 障がいの重度化・重複化に対応する専門的機能の強化を図った上で、子ども発達支援センタ

ーを活用し、障害児通所支援等を実施する事業所と緊密な連携を図り、重層的な障害児通

所支援体制を進めます。 

 地域における重層的な支援体制を構築するため、道立施設や発達障害者支援（地域）センタ

ーなどからの専門的支援の導入及び地域支援を進めます。 
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⑤障害児入所支援の整備 

 障害児入所施設を利用する子どもとその家族への支援について、子ども発達支援センター、

障害児入所施設、児童相談所、医療機関、相談支援事業所、学校及び障がい福祉サービス事

業所等と連携し、入所施設を利用する前からそれぞれの支援体制を確認し、退所後の支援を

見据え、連絡調整を行います。 

 虐待を受けた子どもが増えている状況に鑑み、子どもが安定した人間関係の中で安心して

生活できるよう、入所施設の体制強化を支援します。 

 入所施設はさまざまなニーズに対応する機関として位置づけられているため、身近な地域で

家庭的な生活が提供される環境づくりを進めます。 

 18 歳を迎える子どもが、退所後も安心して生活できるよう、入所中から、子ども発達支援セ

ンター、障害児入所施設、児童相談所、医療機関、相談支援事業所、学校及び障がい福祉サ

ービス事業所等の職員等の連携のもと、その子に適した進路支援を行います。 

 社会的養護の必要な障がいのある子どもの措置に関しては、障がいの程度や地域特性等に

より、障がいのない子どもを含めた集団の中で、育ちをできるだけ支援することも含めて対

応します。 

⑥特別な支援を必要とする子どもへの支援 

 児童養護施設等を利用している障がいのある子どもや、家庭で生活している障がいのある

子どもが生活環境上の問題により他者の介入が必要な場合には、関係機関と連携し、専門

的な知識に基づいた支援を提供します。 

 障がいのある児童・生徒の教育的ニーズに応じた適切な指導や、必要な支援を行う特別支

援教育を引き続き進めます。 

 

 

（２）働く環境づくり 

①雇用と就労の促進 

 障がいのある人の雇用への理解を深めるため町内外の関係機関と連携して、事業主や従業

員の理解と職場環境の整備、雇用への助成制度の周知などを図ります。 

 就職促進のため、技術取得機会や職業訓練制度等の情報提供、ハローワークとの連携、各種

制度の利用の促進を図ります。 

 授産製品等の展示・販売への支援を行います。 
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②福祉的就労の場の確保 

 日中活動系サービスの「就労移行支援事業」、「就労継続支援事業（Ａ型、Ｂ型）」を推進し、就

労の場を確保します。 

 事業所での就労が難しい人に対し、創作的活動や生産活動、社会との交流の場などを提

供する地域活動支援センター事業の利用促進を図ります。 

 授産施設や地域活動支援センター、就労支援事業所などとの連携を深め、就労や社会参加

の機会を確保します。 

 

 

（３）スポーツ・文化活動等の推進 

①スポーツ・文化活動の活発化 

 スポーツ基本法（平成２３年６月公布）の基本理念に基づき、障がいのある人や障がいのある

子どもが取り組みやすいスポーツの導入と指導者の養成などを図るとともに、スポーツ施設

のバリアフリーの促進を図ります。 

 障がいのある人の生きがいづくりや自己実現のニーズへ対応するため、障がいのある人とな

い人がともに協力して行う芸術・文化活動の促進を図ります。 

②レクリエーション活動の促進 

 障がい者団体等が行うレクリエーション活動の充実と、生涯学習活動の推進の中で、障がい

のある人や子どものためのレクリエーション行事への参加促進を図ります。 

 障がいのある人や子どもの運動不足やストレス解消、健康増進のためのレクリエーション活

動の促進を図ります。 

③生涯学習機会の確保 

 障がいのある人もない人もその生涯を通して学び楽しみ交流する生涯学習機会を確保する

ため、学習情報の提供や相談体制の充実、町民の理解促進を図ります。 
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（４）社会参加の促進 

①交流機会の充実 

 祭りや運動会など、障がいのある人もない人も誰もが集い、交流できる機会や情報の提供を

行います。 

②福祉ボランティア活動の活発化 

 障がいのある人が社会参加していくためにはボランティアを必要とする場合があることから、

社会福祉協議会が行っているボランティア活動を支援し、ボランティアの育成と組織化、自

主活動の活発化を図ります。 

③社会福祉協議会活動への支援 

 社会福祉協議会が実施している社会参加を目的とした事業の周知を図るとともに、その活

動を支援します。 
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第５章 障がい福祉計画・障がい児福祉計画 

５-１ 成果目標 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

国の基本的な指針 

 令和４年度末時点の福祉施設に入所している障がいのある人のうち、今後、自立訓練事業等を

利用し、共同生活援助（グループホーム）、一般住宅等に移行する者の数を見込み、その上で、令

和８年度末における地域生活に移行する者の目標値を設定する。 

 目標値の設定にあたっては、令和４年度末時点の施設入所者の６％以上が地域生活に移行する

こととするとともに、これにあせて令和８年度末の施設入所者を令和４年度末時点から５％以上

削減することを基本とする。 

 令和５年度末において、障がい福祉計画で定めた令和５年度末までの数値目標が達成されない

と見込まれる場合は、未達成の割合を令和８年度末における地域生活に移行する者及び施設入

所者の削減割合の目標値に加えた割合以上を目標値とする。 

 施設入所者数の設定のうち、新たに施設へ入所する者を見込むにあたっては、共同生活援助（グ

ループホーム）等での対応が困難な者等、真に施設入所支援が必要な場合の検討等を市町村、関

係者により協議の上、その結果を踏まえて設定すべきものであることに留意する必要がある。 

※平成 24 年４月施行の児童福祉法改正により、障害者総合支援法のサービス受給者となって当

該施設に引き続き入所している者は含めない。 

 

前回計画のまとめ □ 施設入所者 24 人のうち２人の地域移行を目標としていましたが、

実績はありませんでした。 

 

 

 

算定基礎数値 22 人 令和５年３月３１日の施設入所者数 

令和８年度の 

目標値 

地域生活 

移行者数 
1 人 

令和５年３月３１日の施設入所者数のうち、令和８

年度末において６％以上の者が、施設入所から共

同生活援助（グループホーム）等の地域生活へ移

行することを基本に設定 

減少見込数 1 人 

令和８年度末の施設入所者数が、令和５年３月

31 日の施設入所者から５％以上減少することを

基本に設定 

町の目標設定 
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令和１１年度の 

目標値 

地域生活 

移行者数 
2 人 

令和５年３月３１日の施設入所者数のうち、令和

11 年度末において 12％以上の者が、施設入所か

ら共同生活援助（グループホーム）等の地域生活

へ移行することを基本に設定 

減少見込数 2 人 

令和 11 年度末の施設入所者数が、令和５年３月

31 日の施設入所者から 10％以上減少すること

を基本に設定 

 

基本的な考え方 □ サービス等利用計画の相談等を通じて、障がい当事者の希望に沿っ

た形で、地域移行の可能性を探るとともに、入所施設や移行先とな

る共同生活援助（グループホーム）等との連携を図ります。 

□ 家族と自宅で生活する場合やアパートで単身生活をする場合等、移

行後の生活状況に合わせた支援体制の構築を図ります。 

□ 障がいのある人が地域生活に移行する上で、障がいに対する理解が

不可欠であるため、地域交流の機会の確保や啓発に努めます。 

 

 

（２）福祉施設から一般就労への移行等 

国の基本的な指針 

 福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、令和８年度中に一般就労に移行する

者の目標値を設定する。目標値の設定にあたっては、令和３年度の一般就労への移行実績の

1.28 倍以上とすることを基本とする。 

事業ごとの目標値 

就労移行支援 1.31 倍以上 

就労継続支援Ａ型 1.29 倍以上 

就労継続支援Ｂ型 1.28 倍以上 

 就労移行支援事業所での一般就労移行率が５割以上の事業所を全体の５割以上とする。 

 就労定着支援事業の利用者数及び事業所ごとの就労定着率に係る目標値を設定する。 

 ①就労定着支援事業の利用者数を令和３年度末実績の 1.41 倍以上とする。 

 ②就労定着率が７割以上の事業所を全体の 2.5 割以上とする。 

 ➂協議会（就労支援部会等）を設けて取組を進める。 

 

前回計画のまとめ □ ２人の一般就労への移行を目標としていましたが、実績は１人でし

た。 
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①一般就労移行者数 

 

算定基礎数値 1 人 
令和３年度において就労移行支援を通じ、一般就

労した者の数 

令和８年度の目標値 2 人 

令和８年度において就労移行支援事業等を通じ

て、一般就労する者の数 

特別支援学校卒業者等や就労移行支援事業所利

用者の状況等を踏まえて算定 

 令和１１年度の目標値 2 人 

令和１１年度において就労移行支援事業等を通じ

て、一般就労する者の数 

特別支援学校卒業者等や就労移行支援事業所利

用者の状況等を踏まえて算定 

②就労移行支援事業所の一般就労への移行 

 

算定基礎数値 1 人 令和３年度の一般就労への移行実績 

令和８年度の目標値 2 人 
令和３年度の一般就労への移行実績の 1.31 倍以

上とすることを基本に設定 

 令和１１年度の目標値 2 人 
令和３年度の一般就労への移行実績の 1.72 倍以

上とすることを基本に設定 

③就労継続支援Ａ型事業所の一般就労への移行 

 

算定基礎数値 0 人 令和 3 年度の一般就労への移行実績 

令和８年度の目標値 1 人 
令和３年度の一般就労への移行実績の概ね 1.29

倍以上をめざす 

 令和１１年度の目標値 1 人 
令和３年度の一般就労への移行実績の概ね 1.66

倍以上をめざす 

④就労継続支援Ｂ型事業所の一般就労への移行 

 

算定基礎数値 0 人 令和３年度の一般就労への移行実績 

令和８年度の目標値 1 人 
令和３年度の一般就労への移行実績の概ね 1.28

倍以上をめざす 

 令和１１年度の目標値 1 人 
令和３年度の一般就労への移行実績の概ね 1.64

倍以上をめざす 

 

  

町の目標設定 
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⑤就労定着支援事業の利用 

 

算定基礎数値 0 人 令和３年度の就労定着支援事業の利用実績 

令和８年度の目標値 1 人 
令 和 ３ 年 度 の就 労 定 着 支 援 事 業 の利 用 実 績 の

1.41 倍とすることを基本に設定 

 令和１１年度の目標値 1 人 
令 和 ３ 年 度 の就 労 定 着 支 援 事 業 の利 用 実 績 の

1.99 倍とすることを基本に設定 

 

基本的な考え方 □ 障害者就業・生活支援センターや相談支援事業所等、関係する機関

と連携を図り、障がいのある人の特性に合わせた就労先の確保に努

めます。 

□ 一般就労の受け皿となる企業の障がいに対する理解が不可欠であ

るため、障がいへの理解が進むよう啓発に努めます。 

□ 障がい福祉サービス事業所との連携により就労移行支援事業の利

用促進を図るとともに、支援の担い手の育成や事業の周知に努め、

一般就労につながるよう障がいのある人の特性に応じたきめ細かい

支援を行います。 

□ 各事業所の支援員や相談員等が連携し、障がいのある人の特性を見

極め、適切な支援を行いながら移行できる体制づくりに努めます。 

□ 就労定着支援事業の利用者数については、就労移行支援事業等を

通じて一般就労に移行した人について、移行支援が終了した後も就

労状況を把握し、受け入れ企業とも連携しながら、必要があれば支

援が行えるよう体制づくりに努めます。 
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（３）地域生活支援の充実 

国の基本的な指針 

 令和８年度末までの間、各市町村において地域生活支援拠点等を整備するとともに、その機能の

充実のため、コーディネーターの配置、地域生活支援拠点等の機能を担う障がい福祉サービス事

業所等の担当者の配置、支援ネットワーク等による効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の

構築を進め、また、年１回以上、支援の実績を踏まえ運用状況を検証及び検討することを基本

とする。 

 強度行動障がいを有する障がいのある人の支援体制の充実を図るために、令和８年度末までに、

各市町村または圏域において、強度行動障がいを有する人に関して、その状況や支援ニーズを把

握し、地域の関係機関が連携した支援体制の整備を進めることを基本とする。 

 

前回計画のまとめ □ 令和５年度末までに、圏域で面的な地域生活支援拠点を１か所整備

し、年１回以上、運用状況を検証及び検討する目標としていました

が、実績はありませんでした。 

 

 

 

①地域生活支援拠点等の整備 

 令和８年度の目標値 1 か所 
整備か所数（他市町村との共同設置を含む） 

 令和１１年度の目標値 1 か所 

②地域生活支援拠点等におけるコーディネーターの配置 

 令和８年度の目標値 1 人 
配置人数（他市町村との共同設置を含む） 

 令和１１年度の目標値 1 人 

 

基本的な考え方 □ 道や圏域内自治体と情報交換・共有を図り、地域生活支援拠点等が

担う機能について検討を行います。 

□ 緊急受け入れがない場合でも、他の拠点の事例をもとに受け入れを

行う場合の検証を行います。 

□ 拠点の機能の追加に関しても、あわせて検討を行っていきます。 

□ 強度行動障がいを有する人の状況や支援ニーズの把握に努め、支援

体制の検討等を順次進めていきます。 

 

  

町の目標設定 
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（４）障がい児支援の提供体制の整備等 

国の基本的な指針 

 重層的な地域支援体制の構築をめざすための児童発達支援センターの設置及び障がい児の地

域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進 

児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築をめざすため、令和８年

度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１か所以上設置することを基本

とする。 

また、障がい児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進するため、各市町村に

設置された児童発達支援センターや地域の障害児通所支援事業所等が保育所等訪問支援等

を活用しながら、令和８年度末までに、すべての市町村において、障がい児の地域社会への参

加・包容（インクルージョン）を推進する体制を構築することを基本とする。 

 主に重症心身障がいのある子どもを支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事

業所の確保 

令和８年度末までに、主に重症心身障がいのある子どもを支援する児童発達支援事業所及

び放課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１か所以上確保することを基本とす

る。 

 医療的ケア児等支援のための関係機関の協議の場の設置及びコーディネーターの配置 

令和８年度末までに、各都道府県及び各市町村において、保健、医療、障がい福祉、保育、教

育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けるとともに、医療的ケア児等に関する

コーディネーターを配置することを基本とする。 

 

前回計画のまとめ □ 令和５年度末までに、児童発達支援センターを圏域内に１か所整

備する目標としていましたが、実績はありませんでした。なお、児童発

達支援（通所機能）、保育所等訪問支援（集団活動への助言）、障害

児相談支援（総合的な相談、利用計画の作成）は継続的に実施しまし

た。 

□ 主に重症心身障がいのある子どもを支援する児童発達支援事業所

及び放課後等デイサービス事業所の確保については、現在圏域に対

応可能な事業所があるため、当事業所へ依頼・協議の上、対応でき

るよう体制を構築しています。 

□ 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置については、

圏域内に正式な形で設置はされていませんが、関係機関との情報共

有や地域課題の確認、対応策の検討や支援体制づくりについては、

必要に応じて協議を行っています。コーディネーターの配置について

は、令和４年度に資格を取得し、1 人配置しました。 
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児童発達支援センターの設置 １か所 

保育所等訪問支援の実施 １か所 

重症心身障がいのある子どもを支

援する児童発達支援事業所の確

保 

１か所 

重症心身障がいのある子どもを支

援する放課後等デイサービス事業

所の確保 

町内に１か所設置できているため、事業所と連携して対象

の子どもの支援を行います。 

保健・医療・障がい福祉・保育・教

育等の関係機関による協議の場 

圏域内に正式な形で設置はされていませんが、関係機関

との情報共有や地域課題の確認、対応策の検討や支援体

制づくりについては、必要に応じて引き続き協議を行って

いきます。 

医療的ケア児等に関する 

コーディネーターの配置 
令和４年度に資格を取得し、１人配置しています。 

 

基本的な考え方 □ 発達に不安のある子どもとその家族のニーズを把握しながら、道や

圏域内自治体との情報交換・共有を図り、児童発達支援センター及

び保育所等訪問支援事業所における、相談支援、保育所等訪問支援

体制の充実に努めます。 

□ 主に重症心身障がいのある子どもを支援する児童発達支援事業所

及び放課後等デイサービス事業所と障がいもある子どもとその保護

者、医療機関等の連携を図り、必要とされる支援が受けられる体制

づくりに努めます。 

□ 医療機関、福祉関係機関、教育関係機関、行政（保健・福祉・教育）の

関係者が集まり、課題や対策について協議を行い、医療的ケアが必

要な障がいのある子ども等に対する支援の推進に努めます。 

□ 医療的ケア児等コーディネーターと連携を図りながら、医療的ケア児

とその家族に対する支援を行います。 

 

  

町の目標設定 
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（５）相談支援体制の充実・強化等 

国の基本的な指針 

 令和８年度末までに、各市町村において、総合的な相談支援、地域の相談支援体制の強化を及び

関係機関等の連携の緊密化を通じた地域づくりの役割を担う基幹相談支援センターを設置する

とともに、基幹相談支援センターが地域の相談支援体制の強化を図る体制を確保することを基

本とする。 

 協議会において、個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等の取組を行うととも

に、これらの取組を行うために必要な協議会の体制を確保することを基本とする。 

 

前回計画のまとめ □ 基幹相談支援センターの設置には至っていませんが、総合保健福祉

センター「りふれ」を基盤とし、地域包括支援センターや民生委員・児

童委員等との連携により、相談支援体制を整備しています。 

 

 

 

実施体制の確保 

相談支援体制を充実・強化するため、道や圏域内自治体との情報交換・

共有を図り、基幹相談支援センターの設置について検討を行います。 

また、町内の相談支援事業所との連携強化を図るとともに、地域包括支

援センターや各地区の民生委員・児童委員との連携を図ります。 

 

基本的な考え方 □ 道や圏域内自治体との情報交換・共有を図り、基幹相談支援センタ

ーの設置について検討を行います。 

□ 現在町内に２か所ある地域の指定相談支援事業所との連携強化を

図ります。 

□ 地域包括支援センターとの連携強化を図ります。 

□ 各地区民生委員・児童委員との連携を図ります。 

 

 

  

町の目標設定 
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（６）障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

国の基本的な指針 

 都道府県及び市町村の職員は、障害者総合支援法の具体的内容を理解するための取組を行い、

障がい福祉サービス等の利用状況を把握し、障がいのある人等が真に必要とする障がい福祉サ

ービス等が提供できているのか検証を行っていくことが望ましい。 

 自立支援審査支払等システム等を活用し、請求の過誤を無くすための取組や適正な運営を行っ

ている事業所を確保することが必要となる。そこで、令和８年度末までに、障がい福祉サービス等

の質を向上させるための取組に関する事項を実施する体制を構築することを基本とする。 

 

前回計画のまとめ □ 道が実施する各種研修に参加しています。相談支援専門員研修を修

了した２人を配置しています。 

 

 

 

実施体制の構築 

障がい福祉サービス等に係る研修に毎年１名以上参加します。 

障がい者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有する機会を

年１回以上実施します。 

 

基本的な考え方 □ 道が実施する障がい区分認定調査員研修、相談支援専門員研修、障

がい者虐待・権利擁護研修等に積極的に参加します。 

□ 「障がい福祉サービス費請求の過誤」について、事業所実地指導や集

団指導で、事業所に情報を提供し、請求の過誤を無くす取組を行い

ます。 

 

 

 

 

 

  

町の目標設定 
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５-２ 障がい福祉サービス等の見込量 

（１）訪問系サービス 
訪問系サービスは、自宅での生活全般の支援や外出時の移動支援を行うサービスで、介護や支

援が必要な人が居宅で生活していく上で重要なサービスです。 

 

①サービスの種別と概要 

サービス種別 概要 

居宅介護 自宅で入浴、排せつ、食事等の介護を行います。 

重度訪問介護 重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に、自宅で入浴、排せ

つ、食事の介護、外出時の移動支援等を総合的に行います。 

同行援護 視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する人を対象に、必要な視覚

的情報の支援（代筆・代読を含む。）、移動の援護、排せつ・食事等の介

護その他外出する際に必要となる援助を行います。 

行動援護 自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避する

ために必要な支援、外出支援を行います。 

重度障がい者等包括支援 介護の必要性が高い人に、居宅介護など複数のサービスを包括的に行

います。 

 

②各年度のサービス見込量と確保の方策 

訪問系サービスの見込量  

サービス種別 

実績 第７期障がい福祉計画 見込量 

R５ 

年度 

R６ 

年度 

R７ 

年度 

R８ 

年度 

R９ 

年度 

R10  

年度 

R11 

年度 

居宅介護 （実利用者数/月） 19 19 19 19 19 19 19 

（時間数/月） 309 309 309 309 309 309 309 

重度訪問介護 （実利用者数/月） 2 2 2 2 2 2 2 

（時間数/月） 580 580 580 580 580 580 580 

同行援護 （実利用者数/月） 0 0 0 0 0 0 0 

（時間数/月） 0 0 0 0 0 0 0 

※R５年度は８月実績 
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訪問系サービスの見込量（つづき）  

サービス種別 

実績 第７期障がい福祉計画 見込量 

R５ 

年度 

R６ 

年度 

R７ 

年度 

R８ 

年度 

R９ 

年度 

R10  

年度 

R11 

年度 

行動援護 （実利用者数/月） 0 0 0 0 0 0 0 

（時間数/月） 0 0 0 0 0 0 0 

重度障がい者等 

包括支援 

（実利用者数/月） 0 0 0 0 0 0 0 

（時間数/月） 0 0 0 0 0 0 0 

※R５年度は８月実績 

 

▼第６期における実績 

居宅介護・重度訪問介護の利用ニーズはあるものの、圏域に事業所が少なく、サービスの利用

につながりにくいのが現状です。 

その他のサービスについては、実績がありませんでした。 

 

見込量 

確保の方策 

□ サービス見込量の確保にあたっては、圏域で連携を図り、サービス調

整や情報共有などを通じてサービス基盤の確保に努めていきます。 

□ サービス利用者の増加や施設入所者の地域移行等の進行を見込み

ながら、十分なサービスの量と質を確保できるよう、障がい福祉サー

ビス事業所の拡充や新規参入に関する相談対応を行います。 

□ 高齢の障がいのある人が切れ目なく適切な支援を受けられるよう、

介護保険制度に基づくサービス等との連携の強化に向けた検討を進

めます。 

□ 医療的ケアが必要な人や重度心身障がいのある人が必要な支援を受

けられるようサービスの確保に努めます。 
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（２）日中活動系サービス 
日中活動系サービスは、障がいのある人が自立と社会参加の促進を図るため、ニーズに応じた

日中活動の場を提供するサービスです。 

 

①サービスの種別と概要 

サービス種別 概要 

生活介護 常時介護が必要な人に、入浴、排せつ、食事の介護や創作的活動、生

産活動の機会を提供します。 

自立訓練(機能訓練) 自立した日常生活、社会生活を送ることができるよう、一定期間、身体

機能や生活能力の向上のために必要な訓練を行います。 

【標準利用期間（18 か月）】 

自立訓練(生活訓練) 自立した日常生活、社会生活を送ることができるよう、一定期間、生活

能力の向上のために必要な訓練を行います。 

【標準利用期間（24 か月）】【長期入院・入所（36 か月）】 

就労選択支援 従来の就労移行支援をはじめとした各サービスとともに、障がいのあ

る人の希望やスキルに合う仕事探しを支援する新たなサービスです。

令和７年 10 月より創設予定です。 

就労移行支援 一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識・

能力の向上のために必要な訓練を行います。 

【標準利用期間（24 か月）】 

就労継続支援(Ａ型) 事業所内で雇用契約に基づく就労機会を提供します。一般企業等での

就労に必要な知識・能力が高まった場合は、一般就労への移行に向け

た支援を目的として、必要な指導等を行います。なお、労働基準法等の

関係法規を遵守する必要があります。 

就労継続支援(Ｂ型) 就労の機会や生産活動の機会を提供します。（雇用契約は締結しな

い。）一般企業等での就労に必要な知識・能力が高まった場合は、一般

就労への移行に向けた支援を目的として、必要な指導等を行います。 

就労定着支援 就労に伴う生活面の課題に対応できるよう、事業所・家族との連絡調

整等の支援を一定の期間にわたり行います。 

療養介護 医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管

理、看護、医学的管理の下における介護及び日常生活の支援を行い

ます。 

短期入所(福祉型) 自宅で介護する人が病気の場合等に、短期間、夜間も含め、施設で入

浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

短期入所(医療型) 医療ニーズの高い人を対象に、自宅で介護する人が病気の場合等に、

短期間、夜間も含め、施設で入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 
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②各年度のサービス見込量と確保の方策 

日中活動系サービスの見込量  

サービス種別 

実績 第７期障がい福祉計画 見込量 

R５ 

年度 

R６ 

年度 

R７ 

年度 

R８ 

年度 

R９ 

年度 

R10  

年度 

R11 

年度 

生活介護 （実利用者数/月） 38 38 38 38 38 38 38 

（人日/月） 479 479 479 479 479 479 479 

自立訓練（機能訓練） （実利用者数/月） 0 0 0 0 0 0 0 

（人日/月） 0 0 0 0 0 0 0 

自立訓練（生活訓練） （実利用者数/月） 0 0 0 0 0 0 0 

（人日/月） 0 0 0 0 0 0 0 

就労選択支援 （実利用者数/月） 0 0 0 0 0 0 0 

（人日/月） 0 0 0 0 0 0 0 

就労移行支援 （実利用者数/月） 0 0 0 0 0 0 0 

（人日/月） 0 0 0 0 0 0 0 

就労継続支援（Ａ型） （実利用者数/月） 15 15 15 15 15 15 15 

（人日/月） 276 276 276 276 276 276 276 

就労継続支援（Ｂ型） （実利用者数/月） 50 50 50 50 50 50 50 

（人日/月） 621 621 621 621 621 621 621 

就労定着支援 （実利用者数/月） 0 0 0 0 0 0 0 

療養介護 （実利用者数/月） 5 5 5 5 5 5 5 

短期入所（福祉型） （実利用者数/月） 12 12 12 12 12 12 12 

（人日/月） 97 97 97 97 97 97 97 

短期入所（医療型） （実利用者数/月） 0 0 0 0 0 0 0 

（人日/月） 0 0 0 0 0 0 0 

※R５年度は８月実績 

 

▼第６期における実績 

就労継続支援Ａ型・Ｂ型ともに、新規で一般就労から移行し増加する傾向にあります。 

短期入所については、緊急時の利用を想定し支給決定を行っている人がいるものの、なかなか

継続的な利用にはつながっていないのが現状です。 
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見込量 

確保の方策 

□ サービス見込量の確保にあたっては、圏域内の施設及び自治体で調

整を図りつつ、サービス基盤の確保に努めます。 

□ 障がい特性やライフステージに応じた適切な日中活動の場を確保す

るため、事業所の拡充や新規参入に関する相談対応を行います。 

□ 必要とされるサービス量とその質を確保するため、人材の育成や確

保に努めます。 

□ サービス提供事業所との連携を図り、就労意欲に応える体制づくり

を進めます。 

□ 利便性、対応力の向上等による、緊急時の受け入れ体制の確保に努

めます。 

□ 医療的ケアが必要な人や子どもを対象とする短期入所のサービス確

保に向けて、引き続き検討を行います。 

 

 

（３）居住系サービス 
居住系サービスは、主として夜間における居住の場を提供し、日常生活上で必要な支援を行う

サービスです。 

 

①サービスの種別と概要 

サービス種別 概要 

自立生活援助 障がい者支援施設や共同生活援助（グループホーム）等からひとり暮ら

しへの移行を希望する知的障がいや精神障がいのある人等について、

本人の意思を尊重した地域生活を支援するため、一定の期間にわた

り、定期的な巡回訪問や随時の対応により、障がいのある人の理解

力、生活力等を補う観点から、適時のタイミングで適切な支援を行い

ます。 

共同生活援助 

（グループホーム） 

夜間や休日等に、共同生活を行う住居で、相談等の日常生活上の援助

を行います。 

施設入所支援 施設に入所している人に夜間や休日、食事や入浴等の介護等を行い

ます。 
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②各年度のサービス見込量と確保の方策 

居住系サービスの見込量  

サービス種別 

実績 第７期障がい福祉計画 見込量 

R５ 

年度 

R６ 

年度 

R７ 

年度 

R８ 

年度 

R９ 

年度 

R10  

年度 

R11 

年度 

自立生活援助 （実利用者数/月） 0 0 0 0 0 0 0 

共同生活援助 

（グループホーム） 
（実利用者数/月） 26 26 26 26 26 26 26 

施設入所支援 （実利用者数/月） 20 20 20 20 20 20 20 

※R５年度は８月実績 

 

▼第６期における実績 

共同生活援助（グループホーム）・施設入所支援ともに利用者は減少しています。 

依然として入所系サービスのニーズは高いですが、町内の事業所は満床のため町外の事業所

を利用するケースが多くなっています。 

 

見込量 

確保の方策 

□ 第７期のサービス見込量は、福祉施設からの地域移行の受け入れ先

の必要性等を勘案して設定しました。 

□ 地域生活への移行を実現するため、地域における社会資源の整備等

に取り組みます。 

□ 計画相談支援を通して、適切なサービス利用の確保に努めます。 

□ 利用者自身が自らの障がいの状況等に合った事業所を選択できるよ

う、サービス提供事業所の情報提供を行います。 

□ 真に必要な人が入所できるよう、待機者や入所中の障がいのある人

の状況確認を行います。 
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（４）相談支援サービス 
サービス等利用計画の作成をはじめ、施設や病院からの地域移行について相談を行うサービス

です。 

 

①サービスの種別と概要 

サービス種別 概要 

計画相談支援 

（サービス等利用計画作成） 

すべての障がい福祉サービス及び地域相談支援の利用者を対象に、サ

ービス等利用計画を作成するとともに、一定期間ごとにサービス等の

利用状況のモニタリングを行います。 

地域移行支援 施設や病院から地域移行する人に、住居の確保や地域に移行するため

のその他の活動に関する相談や必要な支援を行います。 

地域定着支援 施設や病院から地域移行した人等を対象に、常時の連絡体制を確保

し、緊急の事態等における相談や必要な支援を行います。 

 

②各年度のサービス見込量と確保の方策 

相談支援サービスの見込量  

サービス種別 

実績 第７期障がい福祉計画 見込量 

R５ 

年度 

R６ 

年度 

R７ 

年度 

R８ 

年度 

R９ 

年度 

R10  

年度 

R11 

年度 

計画相談支援 （実利用者数/月） 112 112 112 112 112 112 112 

地域移行支援 （実利用者数/月） 0 1 1 1 1 1 1 

地域定着支援 （実利用者数/月） 0 1 1 1 1 1 1 

※R５年度は８月実績 

 

▼第６期における実績 

計画相談支援の利用者は増加傾向にあります。地域移行支援及び地域定着支援の利用はあり

ませんでした。 

 

見込量 

確保の方策 

□ 第７期のサービス見込量は、第６期の利用状況を勘案しつつ設定しま

した。 

□ サービスの選択や真に本人が希望する事業所の選択など対象者をき

め細かく支援するとともに、個々の利用者の実情に応じた継続サー

ビス利用支援の実施に努めます。 

□ 地域移行生活に向けた訪問相談、利用者や家族等への情報提供等に

努めるとともに、医療機関等との連携及び調整を密に行います。 
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５-３ 障がいのある子どもを支援するサービス等の見込量 

（１）児童発達支援等 
通所によりさまざまな訓練を行う児童発達支援や放課後等デイサービスをはじめ、支援の必要

な子どもを対象としたサービスです。 

 

①サービスの種別と概要 

サービス種別 概要 

児童発達支援 児童発達支援事業所等の施設に通い、日常生活における基本的な動

作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等を受けるもの

です。 

医療型児童発達支援 上肢や下肢、体幹の機能障がいのある子どもを対象に、日常生活にお

ける基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等

を受けるものです。 

放課後等デイサービス 学校（幼稚園及び大学を除く。）に就学している発達支援の必要な児童

が、授業の終了後または休業日に放課後等デイサービス事業所に通

い、生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促進その他

の便宜を受けるものです。 

保育所等訪問支援 児童発達支援や放課後等デイサービスの職員が発達支援の必要な子

どもの通う施設（保育所等）を訪問し、集団生活への適応のための専門

的な支援等を提供するものです。 

居宅訪問型児童発達支援 重度の障がい等の状態にある子どもであって、児童発達支援等を利

用するために外出することが著しく困難な子どもに発達支援が提供で

きるよう、子どもの居宅を訪問して発達支援を行います。 

福祉型障害児入所施設 子どもの日常生活能力の維持・向上のための訓練、コミュニケーション

の支援、食事・排せつ・入浴などの介護を行います。 

医療型障害児入所施設 子どもの保護、日常生活の指導及び独立生活に必要な知識技能の付

与、治療を行います。 

障がい児相談支援 児童発達支援等を利用するため、子どもの心身の状況や環境、子ども

または保護者のサービス利用についての意向等に基づいた障がい児

支援利用計画の作成とサービスの利用状況の検証及び計画の見直し

等を行います。 

医療的ケア児に対する 

関連分野の支援を調整 

するコーディネーター 

医療的ケアが必要な子どもの福祉や医療等の関係分野について一定

の知識を有し、その暮らしの設計を手助けできる調整者（コーディネー

ター）を配置します。 
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②各年度のサービス見込量と確保の方策 

児童発達支援等の見込量  

サービス種別 

実績 第３期障がい児福祉計画 見込量 

R５ 

年度 

R６ 

年度 

R７ 

年度 

R８ 

年度 

R９ 

年度 

R10  

年度 

R11 

年度 

児童発達支援 （実利用者数/月） ６ ６ ６ ６ ６ ６ ６ 

（人日/月） 68 68 68 68 68 68 68 

医療型児童発達支援 （実利用者数/月） 0 0 0 0 0 0 0 

（人日/月） 0 0 0 0 0 0 0 

放課後等デイサービス （実利用者数/月） 20 20 20 20 20 20 20 

（人日/月） 464 464 464 464 464 464 464 

保育所等訪問支援 （実利用者数/月） 1 1 1 1 1 1 1 

（人日/月） 2 2 2 2 2 2 2 

居宅訪問型 

児童発達支援 

（実利用者数/月） 0 0 0 0 0 0 0 

（人日/月） 0 0 0 0 0 0 0 

福祉型障害児入所施設 （実利用者数/月） 0 0 0 0 0 0 0 

医療型障害児入所施設 （実利用者数/月） 0 0 0 0 0 0 0 

障がい児相談支援 （実利用者数/月） 16 16 16 16 16 16 16 

医療的ケア児に対する 

関連分野の支援を調整 

するコーディネーター 

（配置人数） 1 1 1 1 1 1 1 

※R５年度は８月実績 

 

▼第２期における実績 

児童発達支援、放課後等デイサービスともに、利用者・サービス量は増加しています。理由の１

つとして、保育士・保健師等の専門職の連携により、療育が必要な児の保護者の理解が進んだこ

となどが考えられます。 

放課後等デイサービスについては、児童発達支援からの継続利用が大半を占めています。 

 



 

76 

見込量 

確保の方策 

□ サービス提供事業所に対して障がい特性を理解した職員の確保・養

成を促し、サービスの充実に努めます。 

□ 子どもの発達の状況などにあわせて事業所を保護者等が選択できる

よう、事業所の情報提供を行います。 

□ 児童福祉に関わる機関との連携を図り、必要なサービスが利用でき

るような体制づくりを進めます。 

□ 障がい児通所支援は、障がい児相談支援を通して、適切なサービス

利用の確保に努めます。 

 

 

（２）子ども・子育て支援等 

①サービスの見込み 

サービス 見込み 

保育園における障がい 

のある子どもの利用 

特別な支援が必要な子どもを把握し、障がいの程度に応じて、職員

の配置等必要な調整や体制整備を図っていきます。 

放課後児童クラブに 

おける障がいのある 

子どもの利用 

放課後児童クラブの利用を希望する子どもに関し、必要に応じて小

学校と連携・情報共有を行い、必要な体制整備に努めていきます。 

 

②確保の方策 

確保の方策 □ 発達が気になる子どもの早期発見や相談・支援を行うため、関係機

関で連携し取り組んでいきます。 

□ 巡回相談等により特別支援の保育のあり方を学ぶ指導・研修を実施

していきます。 

□ 保育士等の専門性の向上のため、引き続き障がい児保育に関する研

修や講習会を受講するなど、保育の質の向上を図ります。 

□ 必要に応じ、発達障がい者支援コーディネーターと情報共有を行い、

連携して個別の支援ができるよう努めます。 

□ 放課後児童クラブ支援員の指導の充実を図るため、必要な研修の受

講に努めます。 
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５-４ 地域生活支援事業の見込量 

地域生活支援事業は、障害者総合支援法第 77 条に基づき、障がいのある人や子どもが地域

で自立した日常生活や社会生活（就労等）を営むことができるよう、本町の社会資源や利用者の

状況に応じて柔軟に実施する事業です。 

第６期計画期間の実績等を踏まえつつ、障がいのある人や子どもの保護者等からの相談対応、

生活に必要な情報の提供、意思疎通支援、日常生活用具の給付、移動支援等に関する次の内容

の地域生活支援事業を継続実施します。 

 

（１）事業の種別と概要 

①必須事業 

事業種別 概要 

理解促進研修・啓発事業 障がいのある人等が日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会

的障壁」を除去し、共生社会の実現を図ることを目的として、地域住

民を対象に、障がいに対する理解を深めるための研修・啓発事業

です。 

自発的活動支援事業 障がいのある人等が自立した日常生活及び社会生活を営むことがで

きる共生社会の実現を目的として、本人やその家族、地域住民等によ

る地域における自発的な取組を支援する事業です。 

相
談
支
援
事
業 

相談支援事業 障がいのある人等からのさまざまな相談に応じ、福祉サービスに係る

情報の提供をはじめ、地域での生活をしていくための支援、権利擁護

のための必要な援助、専門のサービス提供等を行う事業です。 

基幹相談機能 

強化事業 

相談支援事業が適性かつ円滑に実施されるよう、特に必要と認めら

れる能力を有する専門的職員を基幹相談支援センター等に配置する

ことや、地域の相談支援事業所等に対する専門的な指導・助言や人材

育成の支援、地域のさまざまな相談機関との連携強化を行う事業

です。 

住宅入居等 

支援事業 

賃貸契約による一般住宅（公営住宅及び民間の賃貸住宅）への入居

を希望しているが、保証人がいない等の理由により入居が困難な人

に対し、入居に必要な調整等に係る支援を行う事業です。 

成年後見制度利用 

支援事業 

成年後見制度等利用に関する相談支援や弁護士等による法律相談等

を実施するとともに、知的障がいまたは精神障がいのある人本人やそ

の親族が、成年後見等審判の申立てを行うことが困難な場合は、町が

本人や親族に代わって申立てを行い、制度の利用支援や権利擁護す

る事業です。 

意思疎通支援事業 聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障がいのため、意思疎通を

図ることに支障がある人等に、意思疎通を支援する手話通訳者、要約

筆記者等の派遣等を行う事業です。 
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事業種別 概要 

日常生活用具給付等事業 在宅の重度障がいがある人などを対象に、日常生活上の困難を解

消するための用具（介護・訓練支援用具、自立生活支援用具、在宅療

養等支援用具、情報・意思疎通支援用具、排せつ管理支援用具、住宅

改修）を給付します。 

手話奉仕員養成事業 意思疎通を図ることに支障がある聴覚障がいのある人等の生活及び

関連する福祉制度についての理解と認識を深めるとともに、日常会

話を行うのに必要な手話語彙及び手話表現技術を習得する事業

です。 

移動支援事業 移動が困難な障がいのある人（児）が充実した日常生活を営むことが

できるよう、ヘルパーを派遣し、社会参加等に必要な外出時の支援を

行う事業です。 

地域活動支援センター事業 地域活動支援センターⅢ型事業所において、地域に根ざした社会参

加の拠点として、社会との交流を促進する事業です。 

 

②任意事業 

事業種別 概要 

福祉ホームの運営 住居を求めている障がいがある人に対して、低額な料金で居室など

の設備を提供し、地域生活の支援を行います。 

訪問入浴サービス事業 障がいのある人の地域生活を支援するため、訪問により居宅におい

て入浴サービスを提供し、身体の清潔の保持や心身機能の維持等を

図ります。 

生活訓練等 障がいのある人等に対し、日常生活に必要な訓練や指導等を行い、生

活の質の向上を図ります。 

日中一時支援事業 日中において監護する者がいない障がいがある人に活動の場を提供

し、見守りや社会に適応するために行う日常的な訓練などを行い

ます。 

地域移行のための 

安心生活支援 

地域でのひとり暮らしをめざす障がいのある人に、宿泊が体験できる

居室を提供し、日常生活に向けた訓練の機会を提供します。 

巡回支援専門員整備 発達障がい等に関する知識を有する専門員が、保育所や放課後児童

クラブ等の子どもやその親が集まる施設などへの巡回等支援を実施

し、担当する職員や障がいのある子どもの保護者に対し、障がいの早

期発見・早期対応のための助言等の支援を行います。 

相談支援事業所等（地域

援助事業者）における 

退院支援体制確保 

入院中の精神障がいのある人の地域移行を促進するため、相談支援

事業所における精神科病院からの退院支援体制について各関係機関

と連携をしていきます。 
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事業種別 概要 

精神障がい者 

コミュニティサロン 

精神障がいのある人の社会参加及び自立を図るため、当事者による

交流・情報交換の場を提供します。 

協議会における地域資源 

の開発・利用促進等の 

支援 

町協議会において、地域資源の開発・利用促進等に向けた取組を行

い、障がいのある人への総合的な地域生活支援の実現を図ります。 

障がい児支援体制整備 障がいのある子どもやその家族が地域で安心して暮らすことができ

るよう、児童発達支援センターに専門職を配置するほか、地域で生

活する障がいのある子どもやその家族が気軽に利用できる場を提供

し、地域支援体制の整備を図ります。 

その他日常生活支援 地域のニーズや実情に沿って、日常生活に関する支援を行います。 

社
会
参
加
支
援 

レクリエーション 

活動等支援 

レクリエーション活動を通じて、障がいのある人等の体力増強、交流、

余暇等を支援します。 

芸術文化活動 

振興 

障がいのある人等の文化芸術活動を振興するため、障がいのある人

等の作品展、音楽会、映画祭など文化芸術活動の機会を提供すると

ともに、創作意欲を助長するための環境の整備や必要な支援を行い

ます。 

点字・声の広報 

等発行 

文字による情報入手が困難な障がいのある人等に対し、点訳、音声

訳、その他にわかりやすい方法により、北海道の広報、視覚障がい等

の障がい者関係事業の紹介、生活情報など、地域生活をする上で必

要度の高い情報などを定期的または必要に応じて提供します。 

奉仕員養成研修 点訳、または朗読に必要な技術等を習得した点訳奉仕員、朗読奉仕

員等の養成・研修を行います。 

自動車運転免許 

取得・改造助成 

障がいのある人等の自動車運転免許の取得及び自動車の改造に要す

る費用の一部を助成します。 

複数市町村によ

る意思疎通支援

の共同実施促進 

手話奉仕員・要約筆記者等の派遣を、圏域市町村において共同で実

施します。 

権
利
擁
護
支
援 

成年後見制度 

普及啓発 

成年後見制度の利用促進を図るため、普及・啓発を行います。 

障害者虐待防止 

対策支援 

障がいのある人虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の

適切な支援等を行います。 
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事業種別 概要 

 

盲人ホームの 

運営 

あん摩マッサージ指圧師・はり師きゅう師の免許を持ちながら、自営し

たり雇用されたりすることが困難な視覚障がいのある人に施術の場

を提供し、自立に必要な職業的指導を行います。 

知的障害者職親 

委託 

知的障がいのある人を一定期間、更生援護に熱意を有する事業経営

者等の私人（職親）に預け、生活指導及び技能習得訓練等を行い

ます。 

重度障害者在宅 

就労促進 

身体機能の重度の障がい等により、企業等への通勤が困難な障がい

のあるい人に対して、情報機器やインターネットを活用し、在宅等で就

労するための訓練等の支援を行うことで就労の促進・自立を図り

ます。 

交
付
税
財
源 

障がい支援区分 

認定等事務 

障がい支援区分認定等の事務を円滑に実施し、障がい福祉サービス

の円滑な利用を図ります。 

自動車運転免許 

取得・改造助成 

障がいのある人の社会参加支援のため、自動車の免許取得費用や車

両の改造費用について助成します。 

更生訓練費給付 就労移行支援事業または自立訓練事業を利用している人及び身体障

がい者施設を利用している人に、更生訓練費を給付します。 
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（２）各年度の事業見込量と確保の方策 

①必須事業 

地域生活支援事業（必須事業）の見込量  

事業種別 

実績 第７期障がい福祉計画 見込量 

R５ 

年度 

R６ 

年度 

R７ 

年度 

R８ 

年度 

R９ 

年度 

R10  

年度 

R11 

年度 

理解促進研修・啓発事業 (実施有無) 0 0 0 0 0 0 0 

自発的活動支援事業 (実施有無) 0 0 0 0 0 0 0 

相
談
支
援
事
業 

相談支援事業 (実施か所数) 1 1 1 1 1 1 1 

 基幹相談支援センター (設置有無) 無 無 無 無 無 無 無 

相談支援機能強化事業 (実施有無) 無 有 有 有 有 有 有 

住宅入居等支援事業 (実施有無) 無 無 無 無 無 無 無 

成年後見制度利用支援事業 (実利用者数/年) 0 1 1 1 1 1 1 

成年後見制度法人後見支援事業 (実施有無) 無 無 無 無 無 無 無 

意
思
疎
通 

支
援
事
業 

手話通訳者設置事業 (設置見込者数) 0 0 0 0 0 0 0 

手話通訳者・ 

要約筆記者派遣事業 
(実利用者数/年) 0 1 1 1 1 1 1 

日
常
生
活
用
具
給
付
等
事
業 

介護・訓練支援用具 (給付件数/年) 0 1 1 1 1 1 1 

自立生活支援用具 (給付件数/年) 0 3 3 3 3 3 3 

在宅療養等支援用具 (給付件数/年) 0 2 2 2 2 2 2 

情報・意思疎通支援用具 (給付件数/年) 1 1 1 1 1 1 1 

排せつ管理支援用具 (給付件数/年) 284 290 290 290 290 290 290 

居宅生活動作補助用具 (給付件数/年) 1 1 1 1 1 1 1 

手話奉仕員養成研修事業 (修了者数/年) 0 0 0 0 0 0 0 

移動支援事業 
(実利用者数/年) 7 33 33 33 33 33 33 

(利用時間数/年) 475 1.150 1.150 1.150 1.150 1.150 1.150 

地域活動支援センター事業 
(実施か所数) 0 0 0 0 0 0 0 

(実利用者数/年) 0 0 0 0 0 0 0 

※R５年度は８月実績 

 

  



 

82 

②任意事業 

地域生活支援事業（任意事業）の見込量  

事業種別 

実績 第７期障がい福祉計画 見込量 

R５ 

年度 

R６ 

年度 

R７ 

年度 

R８ 

年度 

R９ 

年度 

R10  

年度 

R11 

年度 

福祉ホームの運営 
(設置か所数) 0 0 0 0 0 0 0 

(実利用者数/年) 0 0 0 0 0 0 0 

訪問入浴サービス事業 
(設置か所数) 0 0 0 0 0 0 0 

(実利用者数/年) 0 0 0 0 0 0 0 

生活訓練等 (実施有無) 0 0 0 0 0 0 0 

日中一時支援事業 
(実施か所数) 3 6 6 6 6 6 6 

(実利用者数/年) 8 25 25 25 25 25 25 

地
域
移
行安

心

生
活
支
援 

居室確保事業 (実施有無) 0 1 1 1 1 1 1 

コーディネート事業 (実施有無) 0 1 1 1 1 1 1 

巡回支援専門員整備 (実施有無) 0 0 0 0 0 0 0 

相談支援事業所等（地域援助事 

業者）における退院支援体制確保 
(実施有無) 

0 0 0 0 0 0 0 

精神障がい者コミュニティサロン (設置か所数) 0 0 0 0 0 0 0 

協議会における地域資源の 

開発・利用促進等の支援 
(設置か所数) 

0 1 1 1 1 1 1 

障がい児支援体制整備 (実施有無) 0 0 0 0 0 0 0 

その他日常生活支援 (実施有無) 0 1 1 1 1 1 1 

社
会
参
加
支
援 

レクリエーション活動等支援 (実施有無) 1 1 1 1 1 1 1 

芸術文化活動振興 (実施有無) 0 0 0 0 0 0 0 

点字・声の広報等発行 (実施有無) 0 0 0 0 0 0 0 

奉仕員養成研修 (実施有無) 0 0 0 0 0 0 0 

自動車運転免許取得・ 

改造助成 
(実施有無) 0 1 1 1 1 1 1 

複数市町村による意思 

疎通支援の共同実施促進 
(実施有無) 

0 0 0 0 0 0 0 

その他の社会参加 (実施有無) 0 0 0 0 0 0 0 

権
利
擁
護
支
援 

成年後見制度普及啓発 (実施有無) 0 1 1 1 1 1 1 

障害者虐待防止対策支援 (実施有無) 0 0 0 0 0 0 0 

その他権利擁護支援 (実施有無) 0 0 0 0 0 0 0 

※R５年度は８月実績 
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地域生活支援事業（任意事業）の見込量（つづき）  

事業種別 

実績 第７期障がい福祉計画 見込量 

R５ 

年度 

R６ 

年度 

R７ 

年度 

R８ 

年度 

R９ 

年度 

R10  

年度 

R11 

年度 

 

盲人ホームの運営 (実施有無) 0 0 0 0 0 0 0 

知的障害者職親委託 (実施有無) 0 0 0 0 0 0 0 

重度障害者在宅就労促進 (実施有無) 0 0 0 0 0 0 0 

交
付
税
財
源 

障がい支援区分認定等事務 (実施有無) 0 0 0 0 0 0 0 

自動車運転免許取得・ 

改造助成 
(実施有無) 0 1 1 1 1 1 1 

更生訓練費給付 (実施有無) 0 0 0 0 0 0 0 

※R５年度は８月実績 

 

▼第６期における実績 

日常生活用具給付等事業については、排せつ管理支援用具（ストマ装具や紙おむつ）に加え、在

宅療養等支援用具（電気式たん吸引器）、自立生活支援用具（移動・移乗支援用具）の支給があり

ました。 

移動支援事業及び日中一時支援事業では、新型コロナウイルス感染症の影響によりサービス提

供を制限している事業所も多く、利用者数及び利用時間が大きく減少しています。 

 

見込量 

確保の方策 

□ 専門的な知識を有する職員を配置し、困難ケースにも対応できる相談

体制の確立をめざします。 

□ サービスを必要とする障がいのある人が適切に利用できるよう、情報

提供に努めます。 

□ 相談支援事業などを通じて、事業対象者の適切な把握と事業の周知

を行います。 

□ 障がいのある人やその家族による事業活用を促進するとともに、サー

ビス提供事業所と連携し、ニーズに対応できる体制の確保と必要な予

算措置に努めます。 

□ 利用者負担の考え方については、応能負担の原則を踏まえた上で検

討を行います。 
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５-５ 障がい者施策の推進 

（１）発達障がいのある人等への支援 

発達障がいのある人等への支援の見込量  

サービス種別 

実績 第７期障がい福祉計画 見込量 

R５ 

年度 

R６ 

年度 

R７ 

年度 

R８ 

年度 

R９ 

年度 

R10  

年度 

R11 

年度 

ペアレント・トレーニング

やペアレント・プログラム

等の支援プログラム等の

受講者数（保護者） 

(受講者数/年) 0 0 0 0 0 0 0 

ペアレント・トレーニング

やペアレント・プログラム

等の支援プログラム等の

実施者数（支援者） 

(実施者数/年) 0 0 0 0 0 0 0 

※R５年度は８月実績 

 

実施の見込み □ 事業の実施は圏域で対応していきます。 

□ 保護者等が子どもの発達障がいの特性を理解し、必要な知識や方法

を身につけ、適切な対応ができるよう、ペアレント・プログラムやペア

レント・トレーニング等の家族等に対する支援体制の整備に努めます。 

□ 障がいのある人同士や家族同士による、ピアサポートやペアレント・メ

ンターとして活動を希望する人への情報提供に努めます。 

 

 

（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

①保健、医療及び福祉関係者による協議の場 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場に関する見込量  

サービス種別 

実績 第７期障がい福祉計画 見込量 

R５ 

年度 

R６ 

年度 

R７ 

年度 

R８ 

年度 

R９ 

年度 

R10  

年度 

R11 

年度 

協議の場の開催回数 (開催回数/年) 0 1 1 1 1 1 1 

協議の場への関係者の 

参加者数 
(参加者数/年) 0 13 13 13 13 13 13 

協議の場における目標 

設定及び評価の実施回数 
(実施回数/年) 0 1 1 1 1 1 1 

※R５年度は８月実績 



第５章 障がい福祉計画・障がい児福祉計画 
 

85 

 

実施の見込み □ 道や圏域自治体との情報交換・共有を図り、保健・医療・福祉・介護等

関係者による協議の場の設置について検討を行います。 

 

②精神障がいのある人の地域生活に必要な障がい福祉サービス等の利用者数 

障がい福祉サービス（精神障がいのある人）の見込量  

サービス種別 

実績 第７期障がい福祉計画 見込量 

R５ 

年度 

R６ 

年度 

R７ 

年度 

R８ 

年度 

R９ 

年度 

R10  

年度 

R11 

年度 

地域移行支援 （実利用者数/月） 0 0 0 0 0 0 0 

地域定着支援 （実利用者数/月） 0 0 0 0 0 0 0 

共同生活援助 

（グループホーム） 
（実利用者数/月） 10 10 10 10 10 10 10 

自立生活援助 （実利用者数/月） 0 0 0 0 0 0 0 

自立訓練 （実利用者数/月） 0 0 0 0 0 0 0 

※１か月あたりの利用者数 

※R５年度は８月実績 

 

見込量 

確保の方策 

□ 第６期障がい福祉計画見込量として掲げた障がい福祉サービス等の

利用者数の見込みのうち、精神障がいのある人の分について再掲し

ました。 

□ 地域移行支援は、精神科病院からの退院・地域移行に際しての利用

が想定されます。協議の場で地域の実情を把握し、サービス提供体制

の整備を図ります。 

□ 共同生活援助（グループホーム）は、精神障がいのある人の地域生活

を支えるために欠かせないサービスであり、今後も町内及び近隣自

治体の事業所の活用で対応していきます。 
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（３）相談支援体制の充実・強化のための取組 

相談支援体制の充実・強化のための取組の見込量  

サービス種別 

実績 第７期障がい福祉計画 見込量 

R５ 

年度 

R６ 

年度 

R７ 

年度 

R８ 

年度 

R９ 

年度 

R10  

年度 

R11 

年度 

総合的・専門的な 

相談支援の実施 
（相談件数/年） 360 400 400 400 400 400 400 

相談支援事業者に 

対する指導・助言の件数 
（支援件数/年） 0 0 0 0 0 0 0 

相談支援事業者の 

人材育成の支援件数 
（支援件数/年） 0 0 0 0 0 0 0 

相談機関と連携強化の 

取組の実施回数 
（実施回数/年） 36 40 40 40 40 40 40 

※R５年度は８月実績 

 

実施の見込み □ 町内外の相談支援事業所との連携強化を図るとともに、地域包括支

援センターや各地区の民生委員・児童委員との連携を図ります。 

 

 

（４）地域生活支援の充実 

地域生活支援の充実に関するの見込量  

サービス種別 

実績 第７期障がい福祉計画 見込量 

R５ 

年度 

R６ 

年度 

R７ 

年度 

R８ 

年度 

R９ 

年度 

R10  

年度 

R11 

年度 

強度行動障がいを有する 

者の支援ニーズの把握 
（把握の有無） 有 有 有 有 有 有 有 

強度行動障がいを有する 

者の支援体制の整備 
（整備の有無） 有 有 有 有 有 有 有 

※R５年度は８月実績 
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資料 

計画策定組織 

（１）長沼町高齢者保健福祉計画等策定委員会 

長沼町高齢者保健福祉計画等策定委員会設置要綱 

(平成５年３月 31 日制定) 

改正 平成 10 年７月１日 平成 16 年 10 月１日 

平成 17 年８月１日 平成 20 年 10 月１日 

令和３年４月１日 

(設置) 

第１条 この要綱は、高齢社会に対応した保健医療及び福祉施策の計画的な推進と介護保険

事業に係る保険給付の円滑な実施及び障害福祉サービス、地域生活支援事業等の提供体制

の確保を図るため、長沼町付属機関設置条例（令和２年条例第 12 号）別表第２に掲げる

計画の策定等に係る付属機関として、長沼町高齢者保健福祉計画等策定委員会（以下「委

員会」という。）を設置することを目的とする。 

(所掌事務) 

第２条 委員会は、町長の要請に応じ、高齢者保健福祉計画、介護保険事業計画及び障害福

祉計画等の策定に関する事項を審議する。 

(組織) 

第３条 委員会は、委員 20 人以内をもって組織し、町長が委嘱する。 

(任期) 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、任期途中において委嘱された委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

(役員) 

第５条 委員会に会長及び副会長各 1 人を置く。 

２ 会長は、委員会を代表し会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

４ 会長及び副会長は、委員の互選により選出する。 
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(会議) 

第６条 委員会の会議は、必要の都度会長が招集する。 

２ 会議は、過半数の委員が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところに

よる。 

(庶務) 

第７条 委員会の事務は、保健福祉課内の事務局において処理する。 

(補則) 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成５年４月１日から実施する。 

附 則(平成 10 年７月１日) 

この要綱は、平成 10 年７月１日から施行する。 

附 則(平成 16 年 10 月１日) 

この要綱は、平成 16 年 10 月１日から施行する。 

附 則(平成 17 年８月１日) 

この要綱は、平成 17 年８月１日から施行する。 

附 則(平成 20 年 10 月１日) 

この要綱は、平成 20 年 10 月１日から施行する。 

附 則(令和３年４月１日) 

この要綱は、令和３年年４月１日から施行する。 
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（２）委員名簿 

任期：令和５年９月 1 日から令和７年８月３１日まで 

No. 氏  名 所  属 関係区分 

1 倉 敏郎 長沼町地域医療対策協議会 会長 保健医療関係者 

2 ◎成田 正夫 長沼町社会福祉協議会 会長 

福祉関係者 

3 伊勢 凖三 長沼町身障福祉協会 会長 

4 田邊 義勝 社会福祉法人長沼陽風会 施設長 

5 杉本 雅人 特別養護老人ホーム迎光園 施設長 

6 小野 美喜子 訪問看護ステーション 所長 

7 〇順毛 誠一 長沼町民生委員児童委員協議会 会長 

8 奥村 力 長沼町シニアクラブ連合会 会長 介護保険第１号被保険者 

９ 原 尚樹 公募委員 一般被保険者 

（敬称略） 

◎：会長、〇：副会長 

順不同 
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